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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成15年３月期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日

企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 

平成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

３ 平成15年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が希薄化効果を有しないため

記載しておりません。 

４ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

回次 第75期 第76期 第77期 第78期 第79期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 70,420 72,695 71,040 64,395 55,602 

経常利益 (百万円) 8,318 5,681 5,037 4,745 3,306 

当期純利益 (百万円) 2,611 902 3,354 3,175 6,196 

純資産額 (百万円) 59,259 58,134 60,484 62,158 66,850 

総資産額 (百万円) 120,749 120,117 114,606 99,052 102,800 

１株当たり純資産額 (円) 487.82 474.67 493.64 507.88 546.65 

１株当たり当期純利益 (円) 21.51 7.07 26.87 25.45 50.17 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
(円) 20.53 ― 25.64 24.33 47.34 

自己資本比率 (％) 49.08 48.40 52.78 62.75 65.03 

自己資本利益率 (％) 4.48 1.54 5.66 5.18 9.61 

株価収益率 (倍) 44.72 84.02 26.50 29.74 18.22 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 5,489 10,485 6,629 2,327 3,887 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △7,125 △4,392 1,957 2,610 12,335 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △2,392 △2,606 △7,834 △11,874 △2,288 

現金及び現金同等物 

の期末残高 
(百万円) 34,383 38,003 38,749 29,665 43,599 

従業員数 (名) 2,118 2,168 2,066 1,838 1,527 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成14年３月期から自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たりの各数値（配当金は除

く。）の計算については発行株式数から自己株式数を控除して算出しております。  

３ 平成15年３月期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日

企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 

平成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

４ 平成15年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が希薄化効果を有しないため

記載しておりません。 

５ 平成18年３月期の１株当たり配当額25円には、特別配当10円を含んでおります。 

６ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

回次 第75期 第76期 第77期 第78期 第79期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 63,077 61,083 58,676 58,436 49,766 

経常利益 (百万円) 7,143 4,890 4,053 4,821 3,531 

当期純利益 (百万円) 2,582 924 2,976 3,127 4,255 

資本金 (百万円) 10,162 10,162 10,162 10,162 10,162 

発行済株式総数 (千株) 122,947 122,947 122,947 122,947 122,947 

純資産額 (百万円) 62,589 61,115 63,004 64,500 67,013 

総資産額 (百万円) 113,130 112,210 106,641 97,615 99,838 

１株当たり純資産額 (円) 509.77 498.11 513.30 526.08 547.05 

１株当たり配当額 (円) 12 12 12 15 25 

（内１株当たり 

中間配当額） 
(円) (―) (―) (―) (―) (―) 

１株当たり当期純利益 (円) 21.05 7.26 23.76 25.04 34.30 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
(円) 20.12 ― 22.74 23.94 32.57 

自己資本比率 (％) 55.32 54.46 59.08 66.08 67.12 

自己資本利益率 (％) 4.18 1.50 4.80 4.91 6.47 

株価収益率 (倍) 45.70 81.82 29.97 30.23 26.65 

配当性向 (％) 57.00 165.29 50.51 59.91 72.89 

従業員数 (名) 1,617 1,589 1,573 1,515 1,248 



２【沿革】 

昭和２年10月 東京市京橋区に株式会社瓢箪屋薬房を設立 

昭和４年１月 ボランタリー・チェーンシステムを採用し、エスエスチェーン会員薬局・薬店を通じて販売 

昭和15年２月 商号をエスエス製薬株式会社に変更 

昭和26年12月 東京都中央区銀座に本社を新築移転 

昭和26年12月 大阪市北区に大阪営業所を開設 

昭和38年１月 東京都中央区日本橋蛎殼町に本社を移転 

昭和39年７月 千葉県成田市に成田工場を新設 

昭和40年８月 福岡県福岡市に九州営業所（現在の九州支店）を新築移転 

昭和40年11月 北海道札幌市に北海道営業所（現在の北海道支店）を新築移転 

昭和41年８月 名古屋市中村区に名古屋営業所（現在の名古屋支店）を新築移転 

昭和44年８月 東京証券取引所市場第二部に株式上場 

昭和44年11月 東京都中央区日本橋久松町に現在の本社を新築移転 

昭和46年２月 東京証券取引所市場第一部に指定替え 

昭和49年11月 大阪府吹田市に大阪支社を新築移転 

昭和50年３月 成田工場敷地内に中央研究所を新築移転 

昭和53年４月 福島県浪江町に福島工場を新設 

昭和53年９月 同仁医薬化工㈱〔連結子会社〕株式取得 

昭和59年３月 宮城県仙台市に仙台支店を開設 

昭和60年10月 富山県新湊市に富山工場を新設 

平成元年11月 ヌトリラン医薬販売GmbH〔連結子会社〕出資金取得 

  （これにより、ヌトリケム・ダイエット医薬GmbH〔連結子会社〕の出資金取得） 

平成元年12月 海東エスエス製薬㈱〔連結子会社〕株式取得 

平成２年９月  アーバンエステート㈱〔連結子会社〕株式取得 

平成３年６月 成田工場敷地内に新中央研究所を新設 

平成４年９月 サンエス薬品㈱〔連結子会社〕株式取得 

平成９年３月 栃木県南河内町に東日本物流センターを新設 

平成10年８月 全工場（成田、福島、富山）で環境マネジメントシステムの国際標準規格「ISO14001」の認証を

取得 

平成10年10月 ㈱コム・テック〔連結子会社〕株式取得 

平成10年12月 ㈱応用医学研究所〔連結子会社〕株式取得 

平成12年８月 ㈱エルストファーマ〔連結子会社〕株式取得 

平成13年２月 ヌトリケム・ダイエット医薬GmbH出資金追加取得（100％子会社化） 

平成13年９月 東日本物流センター、大阪物流センターで環境マネジメントシステムの国際標準規格「ISO1400

1」の認証を取得 

平成13年10月 ㈱丸和〔連結子会社〕株式取得 

平成13年10月 日本ベーリンガーインゲルハイム㈱〔親会社〕は当社株式の議決権の過半数取得 

平成14年12月 北海道物流センター、名古屋物流センター、九州物流センターで環境マネジメントシステムの国

際標準規格「ISO14001」の認証を取得 

平成16年３月 サンエス薬品㈱〔連結子会社〕清算結了 

平成16年３月 ㈱エルストファーマ〔連結子会社〕全株式売却 

平成16年６月 同仁医薬化工㈱を連結子会社より除外〔持分法適用関連会社〕 

平成16年７月 ㈱応用医学研究所〔連結子会社〕全株式売却 

平成16年８月 ㈱丸和〔連結子会社〕全株式売却 

平成17年４月 久光製薬㈱へ医療用医薬品事業分割・譲渡 

平成17年８月   海東エスエス製薬㈱〔連結子会社〕株式売却 

平成17年11月   東京都港区赤坂に本社事務所を移転 



３【事業の内容】 

 当社の企業集団は、当社、親会社、連結子会社６社、持分法適用関連会社１社及び非連結子会社で構成され、事業

の種類として医薬品の製造・販売を中心とする「医薬品分野」とこれに属さない「その他の分野」に区分しておりま

す。 

 当連結会計年度中の異動につきましては、「医薬品分野」におきまして前連結会計年度まで連結子会社でありまし

た海東エスエス製薬㈱は、当連結会計年度中に株式を売却し、子会社でなくなったため、連結対象より除外しており

ます。  

 当社の企業集団の事業に係わる位置づけは次のとおりであります。 

（医薬品分野） 

 当社は医薬品の製造、販売を行っております。 

 日本ベーリンガーインゲルハイム㈱は、平成13年10月をもって当社株式の議決権の過半数を取得し親会社となっ

ております。同社は、医薬品の製造、販売及び研究開発等を主要な事業として行っております。当社は原材料を日

本ベーリンガーインゲルハイム㈱から仕入れると共に、同社に対して製品及び原材料を供給しております。 

 ベーリンガーインゲルハイムインターナショナルGmbHは、同社の100.00％子会社でありますベーリンガーインゲ

ルハイムアウスランズベタイリグングスGmbHを通じて日本ベーリンガーインゲルハイム㈱に対し間接的に100.00％

の出資をしております。当社はベーリンガーインゲルハイムインターナショナルGmbHから原材料を仕入れておりま

す。 

 ヌトリラン医薬販売GmbHは、ヌトリケム・ダイエット医薬GmbHに対する出資会社であります。 

 ヌトリケム・ダイエット医薬GmbHはドイツにて医薬品・ダイエット食品を製造し、欧州各地で販売を行ってお

り、当社が製品・原材料の一部を仕入れ、製造、販売を行っております。 

 インコS.A.はヌトリケム・ダイエット医薬GmbHの子会社であり、フランスにてスポーツ・ダイエット・サプリメ

ント食品を販売しております。 

 インコ・インターナショナル・ハンデルスコントアGmbHはヌトリケム・ダイエット医薬GmbHの100.00％子会社で

あり、ドイツにてスポーツ・ダイエット・サプリメント食品を販売しております。 

（その他の分野） 

 アーバンエステート㈱は、不動産賃貸業を営んでおり、当社が寮、駐車場を賃借しております。 

 ㈱コム・テックは、広告宣伝、販売促進に関する企画及び販売等を行っており、当社が広告宣伝、販売促進物の

制作等を委託しております。 



 事業の系統図は次のとおりであります。 



４【関係会社の状況】 

 （注）１ 営業取引上の関係内容については、「３事業の内容」に記載のとおりであります。 

２ 議決権の所有（被所有）割合の（ ）内は間接所有割合で外数であります。 

３ 特定子会社に該当する会社はありません。 

名称 住所 
資本金 
又は出資金 

主要な事業の内容 

議決権の所有（被所有）割合 

関係内容 
所有割合 
（％） 

被所有割合 
（％） 

（親会社）             

日本ベーリンガーインゲ

ルハイム㈱ 
兵庫県川西市 

百万円 

7,200 

医薬品の製造、販売及

び研究開発等 
― 58.94 役員の兼任４名 

ベーリンガーインゲルハ

イムアウスランズベタイ

リグングスGmbH 

ドイツ国 

インゲルハイム 

千ユーロ 

25 

日本ベーリンガーイン

ゲルハイム㈱の出資所

有 

― 
― 

(58.94) 
― 

ベーリンガーインゲルハ

イムインターナショナル

GmbH 

ドイツ国 

インゲルハイム 

千ユーロ 

49,084 

医薬品の輸出入、製

造、販売等 
― 

― 

(58.94) 
― 

（連結子会社）             

ヌトリラン医薬販売GmbH 
ドイツ国 

ロト 

千ユーロ 

2,972 

ヌトリケム・ダイエッ

ト医薬GmbHの出資所有 
100.00 ― ― 

ヌトリケム・ダイエット

医薬GmbH 

ドイツ国 

ロト 

千ユーロ 

10,300 

医薬品・ダイエット食

品の製造、販売 

71.12 

(28.87) 
― 

資金の貸付 

役員の兼任３名 

インコS.A. 
フランス国 

ピュルイス 

千ユーロ 

900 

スポーツ・ダイエッ

ト・サプリメント食品

の販売 

― 

(92.81) 
― ― 

インコ・インターナショ

ナル・ハンデルスコント

アGmbH 

ドイツ国 

ロト 

千ユーロ 

26 

スポーツ・ダイエッ

ト・サプリメント食品

の販売 

― 

(100.00) 
― ― 

アーバンエステート㈱ 東京都港区 
百万円 

100 
不動産の賃貸 100.00 ― ― 

㈱コム・テック 東京都港区 
百万円 

10 
広告代理 100.00 ― ― 

（持分法適用関連会社）             

同仁医薬化工㈱ 東京都中野区 
百万円 

159 
医薬品の製造 17.53 1.08 ― 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数が前連結会計年度末に比べ311名減少しておりますが、その主な理由は、平成17年４月１日付で久

光製薬株式会社に医療用医薬品事業を分割・譲渡したことに伴う移転によるものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

     ２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数が前事業年度末に比べ267名減少しておりますが、その主な理由は、平成17年４月１日付で久光製

薬株式会社に医療用医薬品事業を分割・譲渡したことに伴う移転によるものであります。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループにはエスエス製薬労働組合があり、組合員総数は平成18年３月31日現在851名であります。なお、

労使関係については円滑な関係にあり、特記事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

区分 従業員数（名） 

医薬品分野  1,520 

その他の分野  7 

合計  1,527 

  平成18年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

1,248 42歳０ヶ月 19年２ヶ月 7,906,409 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当連結会計年度のわが国経済は、個人消費が堅調な伸びを示すなど景気の底堅さが感じられ、本年３月には日銀

による量的金融緩和政策が５年ぶりに解除されるなど、デフレ脱却に向けて一段と前進した感があります。 

  一般用医薬品市場は、当社が主力とするドリンク剤、かぜ薬、及び美白関連薬がマイナス市場となる等、依然と

して消費の低迷と価格競争による厳しい環境が続いております。 

 このような状況のもとで、当社グループの当期の業績は、連結売上高は556億２百万円（前期比13.7％減）、経

常利益は33億６百万円（前期比30.3％減）、当期純利益は医療用医薬品事業の譲渡益の計上もあり、61億９千６百

万円（前期比95.2％増）となりました。 

  なお、グループ全体の前期比売上高減少額には、医療用医薬品事業の分割・譲渡の影響(前期売上高106億１千３

百万円)、並びに、当上半期に売却した子会社１社の影響(前期連結消去後売上高８千万円)が含まれております。 

 当社グループの売上高は、医薬品の製造・販売を中心とする「医薬品分野」と、不動産賃貸業務、広告代理業務

等を行う「その他の分野」の２つに分類されます。 

  「医薬品分野」の内、当社の主力でありますコンシューマーへルスケア部門の売上状況につきましては、本年３

月に、注力すべき「インナービューティー＆ヘルス」分野の主力である「ハイチオールＣ」ブランドの新製品とし

て、錠剤の小型化に成功した高付加価値商品のＬ－システイン製剤「ハイチオールＣプルミエール」と、医薬部外

品クリーム剤「ハイチオールＣプルミエール薬用ホワイトスポッツ」の２品が加わり、「ハイチオールＣ」群とし

て更なる成長を目指しております。この結果、「ハイチオールＣ」群の売上高は、前年を上回ることができまし

た。 

  また、解熱鎮痛剤「イブＡ錠」、睡眠改善剤「ドリエル」も順調に伸長し、加えて、昨年７月には「インナービ

ューティー＆ヘルス」コンセプト商品として、ビタミンＢ２主薬製剤「ローランＢＢ」のパッケージデザインを一

新し注力商品としてリニューアル発売しました。 

 一方、滋養強壮剤「エスカップ」群は市場全体の不振もあり減少、かぜ薬「エスタック」群、鎮咳去痰剤「ブロ

ン」群は風邪の流行が２月以降急激に終息したことが影響し減少、また、持続性鼻炎薬「エスタックニスキャップ

１２」もスギ花粉の飛散が少なく減少となりました。その他、便秘治療剤「スルーラック」群も減少しました。 

  この結果、当社グループの「医薬品分野」の売上高は555億８千９百万円(前期比13.6％減)、「その他の分野」

の売上高は１千２百万円(前期比64.7％減)となりました。 

 セグメントの状況につきましては、当期の所在地別売上高は、日本497億７千９百万円（前年同期比14.8％

減）、ドイツ49億７千６百万円（前年同期比0.8％増）、その他の地域８億４千６百万円（前年同期比19.2％減）

となりました。 

 なお、所在地区分の変更として、前連結会計年度までその他の地域に含めて記載しておりましたドイツの割合

が、当連結会計年度において全セグメントの売上高の合計に占める割合の10％を超えているため、区分掲記してお

ります。 

 （注） 「事業の状況」に記載された金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、38億８千７百万円（前期比15億６千万円増）となりました。主な内訳

は、税金等調整前当期純利益101億２千４百万円、減価償却費27億７千８百万円、医療用医薬品事業譲渡益74億 

９百万円減、法人税等の支払による支出17億４千６百万円等であります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、123億３千５百万円（前期比97億２千５百万円増）となりました。主な

内訳は、固定資産の取得による支出15億９千７百万円、固定資産の売却による収入16億４千３百万円、投資有価証

券の取得による支出15億１百万円、医療用医薬品事業譲渡による収入131億２千９百万円等であります。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、22億８千８百万円減（前期比95億８千６百万円増）となりました。主な

内訳は、配当金の支払額18億３千７百万円等であります。 

 これらの結果、現金及び現金同等物の当期末残高は、435億９千９百万円（前期比139億３千４百万円増）となり

ました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注） 金額は売価換算によっております。 

(2）受注状況 

（注） 前連結会計年度まで当社グループは主に販売計画に基づいて生産しておりましたが、医療用医薬品事業の分

割・譲渡に伴い、当連結会計年度より当社において受注生産を開始し、総生産実績に対する受注生産の割合が

増加したため記載しております。 

(3）販売実績 

 （注） 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合の記載については、前連結会計年度及び

当連結会計年度ともに当該割合が100分の10未満につき記載を省略しております。 

区分 金額（百万円） 前期比（％） 

医薬品分野 53,863 △3.8 

その他の分野 － － 

合計 53,863 △3.8 

区分 受注高（百万円） 受注残高（百万円） 

医薬品分野 7,246 924 

その他の分野 － － 

合計 7,246 924 

区分 金額（百万円） 前期比（％） 

医薬品分野 55,589 △13.6 

その他の分野 12 △64.7 

合計 55,602 △13.7 



３【対処すべき課題】 

 当社グループは、「全ての人々の健康を願い、限りない探求と挑戦を続け、信頼され、親しまれるヘルスケアの担

い手を目指す」ことを経営理念とし、経営資源をＯＴＣ薬（一般用医薬品）を中心とするコンシューマーへルスケア

関連事業（一般用医薬品、医薬部外品等のヘルスケア関連商品分野）に集中投下し、優れた製品の開発と供給を通じ

て、顧客満足度を高め、企業価値の最大化を目指してまいります。 

 顧客の期待以上のアウトプットを行なうことを目標に掲げ、その到達点を「ＯＴＣのチャンピオン」と称し、これ

を目指し以下のとおり経営改革を進めております。 

・「選択と集中」、「専門性と競争力強化」が中長期的視点からきわめて重要と考え、平成17年４月１日に医療用医

薬品事業を久光製薬株式会社に分割・譲渡し、コア事業であるコンシューマーへルスケア事業に資源を集中投下する

ことで一層の成長を目指すこととしました。 

・同様の方針により、子会社の清算及び売却、並びに未使用不動産の売却等によるバランスシートのスリム化を進め

ております。  

・時代の変化と生活者ニーズを捉えた市場創造型の新製品を生み出すべく開発体制を一新し、ブランド力育成による

顧客志向のマーケティングの展開と、新しいセールススキルによる営業の変革を実践しております。 

 一般用医薬品市場は、長期に及んだ消費不況や栄養機能食品等による侵食もあり市場が縮小するなか、シェア獲得

競争はますます激しさを増しており、メーカー及び小売企業間では生き残りをかけた業界再編が進展するとともに、

過店舗状態及び消費低迷による店頭価格の下落がメーカーに対する価格引き下げ圧力をますます強めるなど、引き続

き厳しい状況が続くものと思われます。 

 一方、高齢化社会の進展と生活者の健康への関心の高まり、及びこれに伴うセルフメディケーション推進の動きか

ら、ヘルスケア関連市場は今後の拡大が期待されており、また、Ｌ－システイン製剤「ハイチオールＣ」等の美白関

連薬市場の形成の例に見られるように、女性が美しさを求めるために当社が役立つことの出来る市場は大きな可能性

を秘めているものと思われます。 

 当社は、コンシューマーヘルスケア事業の中でもとりわけ拡大する可能性のある市場に着目し、「身体の内側から

健康に美しく」を目指す「インナービューティー＆ヘルス」というコンセプトを新たに作り、最も注力すべきビジネ

ス・ドメイン（領域）とすることといたしました。現在、このカテゴリーに該当する製品はＬ－システイン製剤「ハ

イチオールＣ」、ビタミンＢ２主薬製剤「ローランＢＢ」等複数品目あり大きな割合を占めておりますが、さらにこ

の戦略を拡大させるべく、マーケティングに携わる女性部員を増員するなど、女性購買層を意識したマーケティング

体制を整え、生活者目線に立ち、他社製品と差別化でき競争力のあるコンシューマーへルスケア製品の開発に専念す

るとともに、とりわけ「インナービューティー＆ヘルス」というコンセプトを意識し、より消費者志向を強めた新た

なマーケティングの展開と、ブランドの育成、増強に取り組んでまいります。 

 また、営業支援スタッフの強化と、営業活動における生産性の向上とスキルアップのためのプログラムの実施を合

わせて行なっております。 

 量的拡大やシェア拡大による収益性の向上といった旧来の図式は大きく再検討を迫られ、量から質への経営の転換

が厳しく求められております。この様な状況のなか当社は将来に向けての成長性を確保することを目的として業務全

般を見直し、従来の枠組みに囚われない効率の良い仕組み作りと業務のスリム化に取り組むための中期経営目標の検

討を行なっております。 

 なお、当社は今般その一環として、社員の自立と将来への選択肢を広げることを視野に入れたセカンドキャリア支

援プログラムを実施し、自らのライフプランに基づいて転職または自立を図る社員に対して、会社として積極的に支

援することといたしました。 

 これは、平成18年４月１日現在、勤続年数10年以上、且つ年齢満45歳以上の従業員を対象として、募集人員100名

にて平成18年７月15日を退職日として希望退職者を募り、退職金に加えて特別加算金を支給し、合わせて再就職の支

援を行なう取り組みです。 

 さらに、平成18年５月23日開催の当社取締役会において、当社は平成18年９月１日を期して、医療用医薬品が生産

の約半分を占めております富山工場における全製造事業を会社分割し、当社の完全子会社である株式会社エスエスプ

ロモーションアンドコンサルタント・カンパニーに承継すること及び同日付において承継会社の発行済株式の90％を

シミック株式会社に譲渡することを決議し、同日、同社との間で株式売買契約書を締結し、コンシューマーヘルスケ

ア関連事業への経営資源の集中投下を進めることといたしました。 

 また、法制化が予定されております「財務報告に係る内部統制の評価」にかかる対応につきましては、現在、当社

は社内プロジェクトを立ち上げ、内部統制システムの構築・業務改革・情報システム再構築と合わせて取り組んでお

ります。 

  



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

売上高等について 

 小売企業間の過当競争による店頭価格の下落に起因したメーカーに対する納入価格引下げ圧力の増加や、メーカー

間の同質的商品の競争激化による納入価格の下落の進展、マーケティングコストの増加が、収益性に影響を与える恐

れが考えられます。他にも小売企業間の競争激化に伴い、倒産等の増加による売掛債権に関する問題も考えられま

す。 

 また、当社の市場開拓型かつ差別的優位性を持った商品に対する他社からの類似商品の上市が、売上・収益に影響

を与えることが考えられます。 

研究開発部門について 

 現在開発中あるいは計画中の新製品の開発については、何らかの理由での計画の変更、または断念せざるを得ない

場合のリスクが考えられます。 

生産部門について 

 当社は、生産の効率化を図るため各工場で剤形別に製造を分担しております。そのため、いずれかの工場における

重大事故の発生や天災が生産に支障をもたらした場合、他工場での代替生産もしくは他社への委託製造開始までに、

当該工場取扱製品の販売機会を失う可能性が考えられます。 

他社との提携について 

 経営資源の有効活用と外部資源の相乗効果を期待し、共同開発研究や販売提携等他社との提携等を行っておりま

す。しかし、今後何らかの事情によりこれらの提携関係等を解消することで予定していた効果を得られなくなる可能

性が考えられます。 

その他 

 予測不可能な副作用、仕入れ原材料の品質不備による回収、廃棄、情報システムの事故等により個人情報等の保有

する情報が流出した場合の信用力の低下等が、収益に悪影響を及ぼすことが考えられます。 

 なお、上記以外にもさまざまなリスクが考えられ、ここに記載したものが全てのリスクではありません。 



５【経営上の重要な契約等】 

   当連結会計年度において、経営上の重要な契約等はありません。 

   なお、当社は平成18年５月に当社の富山工場における全製造事業の分割・譲渡の契約を締結しており、詳細は第５

経理の状況 重要な後発事象に記載のとおりであります。 

   また、当社は平成18年５月に不動産売買契約を締結し、詳細は以下のとおりであります。 

契約会社名 相手先 国名 契約内容 
譲渡価格 
（百万円） 

締結年月 

（当社） 

エスエス製薬㈱ 

ワイビー浜町開発 

特定目的会社 
日本 

旧本社土地 

・建物の売却 
6,000 平成18年５月 



６【研究開発活動】 

 当社グループにおいて、研究開発活動は、当社が主として行っております。当社の研究開発活動については、以下

のとおりであります。 

 より健康でありたい、より心身共に快適でありたい、いつまでも美しくありたいという生活者ニーズは、高齢化社

会を迎えますます強まるものと思われます。  

 このような時代の変化と生活者ニーズを捉えた新製品を生み出すためのコアセンターとするべく、平成18年４月１

日より、研究所の名称を「ＳＳＰ ライフサイエンス インスティチュート」と改めました。より研究開発力を向上す

るための体制として、取り組む分野を、従来の一般用医薬品である「治療薬・保健薬」と、その機能を拡大した「予

防薬・生活改善薬」の両分野に加え、主に女性にフォーカスした新たな取り組みとして、加齢症状に関する「ビュー

ティフルエイジング」、及び、美容的医薬品「美薬品」として「インナービューティー」の４つのカテゴリーに分類

し、市場創造型の新製品・リニューアル品の開発と、スイッチＯＴＣ薬、新効能、新剤型薬等の開発に積極的に取り

組んでまいります。 

 なお、当期の研究開発費は23億５千万円となっております。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）財政状態の分析 

 当期の財政状態は、医療用医薬品事業の分割・譲渡、固定資産の売却及び、連結子会社１社の減少等により総資

産が1,028億円（前期比37億４千７百万円増）、総負債が359億４千９百万円（前期比 ７億４千１百万円減）とな

りました。また、資本の部におきましては利益剰余金が43億６千８百万円増加し自己資本が668億５千万円（前期

比46億９千２百万円増）となり、自己資本比率が65.0％（前期比2.2％増）となりました。 

(2）経営成績の分析 

 当期の経営成績は、連結売上高につきましては医療用医薬品事業の分割・譲渡の影響と連結子会社１社の減少等

により556億２百万円（前期比13.7％減）となりました。 

 営業利益につきましては、売上原価は売上減少等により193億１千８百万円（前期比9.2％減）、販売費及び一般

管理費は研究開発費の減少等により327億７千７百万円（前期比15.1％減）となった結果、33億４千９百万円（前

期比25.5％減）となりました。 

 経常利益につきましては、営業外収益は工業所有権収入が減少したこともあり３億６千３百万円（前期比44.9％

減）、営業外費用は借入金の減少により支払利息等が減少し４億６百万円（前期比0.9％減）となったため、33億

６百万円（前期比30.3％減）となりました。 

 当期純利益につきましては、特別利益は医療用医薬品事業譲渡益の計上等により76億３百万円（前期比820.9％

増）、特別損失は子会社株式売却損の計上等により７億８千５百万円（前期比77.7％増）となったため、61億９千

６百万円（前期比95.2％増）となりました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループでは優れた製品の開発・供給を行うため、医薬品分野を中心に23億４百万円の設備投資を行いまし

た。 

 医薬品分野においては、当社の生産設備の増強を中心に23億円の設備投資を行いました。 

 なお、その他重要な設備投資はありません。 

 （注） 「設備の状況」に記載された金額には、消費税等は含まれておりません。 



２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

 （注）１ 中央研究所の土地は、成田工場に含まれております。 

２ 帳簿価額のうち「その他」は、「工具器具及び備品」であります。 

３ リース契約により使用している主なものとして、大型コンピュータ及びその周辺機器一式があります。 

４ 上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備の内容は次のとおりであります。 

(2）在外子会社 

 （注） 帳簿価額のうち「その他」は、「工具器具及び備品」及び「建設仮勘定」の合計であります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 （注）１ 当社の投資予定金額の総額については、自己資金にてまかなう予定であります。 

     ２ ヌトリケム・ダイエット医薬GmbHの投資予定金額の総額については、提出会社からの借入金にてまかなう予

定であります。 

  

(2）重要な設備の除却等 

 特記事項はありません。 

事業所名 
（所在地） 

区分 設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（名） 建物及び構

築物 
機械装置及
び運搬具 

土地 
（面積千㎡）

その他 合計 

成田工場 

（千葉県成田市） 
医薬品分野 医薬品製造 1,887 1,527 

42 

(70)
154 3,611 171 

福島工場 

（福島県浪江町） 
医薬品分野 医薬品製造 1,444 1,275 

377 

(102)
107 3,205 54 

富山工場 

（富山県射水市） 
医薬品分野 医薬品製造 748 463 

938 

(92)
41 2,191 37 

本社 

（東京都港区） 
医薬品分野 

全般事務統括及

び販売業務 
149 － 

－ 

(－)
107 256 454 

中央研究所 

（千葉県成田市） 
医薬品分野 研究開発 1,893 0 

－ 

(－)
116 2,009 77 

東日本物流センター 

（栃木県下野市） 
医薬品分野 物流業務 1,976 0 

1,590 

(32)
916 4,484 25 

事業所名 

（所在地） 
区分 設備の内容 

賃借面積 

（千㎡） 

年間賃借料 

（百万円） 

 本社 

（東京都港区） 
医薬品分野 事務所用建物等 4 477 

会社名 所在地 区分 設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数
（名） 建物及び

構築物 
機械装置及
び運搬具 

土地 
（面積千㎡）

その他 合計 

ヌトリケム・ダイ

エット医薬GmbH 

ドイツ国 

ロト 
医薬品分野 

事務所・工

場 
1,966 600 

92 

(32)
388 3,047 220 

会社名 
事業所名 

所在地 区分 設備の内容 

投資予定金額 

着手年月 完了予定年月 
完成後の増加
能力 総額 

（百万円） 
既支払額 
（百万円） 

エスエス製薬㈱ 

成田工場 他 

千葉県 

成田市他 

医薬品分

野  
医薬品製造 850 ― 

平成18年 

４月  

 平成19年 

３月 
― 

エスエス製薬㈱ 

本社 他 

東京都 

港区他 

医薬品分

野  
事務機器他 600 ― 

平成18年 

４月  

 平成19年 

３月 
― 

ヌトリケム・ダイ

エットGmbH 

ドイツ国 

ロト  

医薬品分

野  

ソフトバッグ

充填機設備 
480 85 

平成16年 

12月  

 平成18年 

12月 

ソフトバッグ

生産能力90％

増 



(3）重要な設備の売却等 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

区分 設備の内容 
期末帳簿価額 
（百万円） 

売却等の予定年月 

エスエス製薬㈱ 

  

旧本社 

（東京都中央区） 

  

医薬品分野 
土地・事務所用建物等

売却 
4,722 平成18年５月 

エスエス製薬㈱ 

  

富山工場 

（富山県射水市） 

  

医薬品分野 
医薬品製造事業 

分割・譲渡 
2,191 平成18年９月 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 提出日現在の発行数には、平成18年６月１日から有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使（旧転換社債

の権利行使）により発行された株式数は、含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

第５回無担保転換社債（平成６年３月３日発行） 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 400,000,000 

計 400,000,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数（株） 

（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成18年６月29日）

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 122,947,364 122,947,364 
東京証券取引所 

（市場第一部） 

株主としての権利内容に制

限のない、標準となる株式 

計 122,947,364 122,947,364 － － 

  
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

転換社債の残高（百万円） 9,629 9,629 

転換価格（円） 1,062.70 1,062.70 

資本組入額（円） 532 532 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 転換社債の株式転換による増加 

(4）【所有者別状況】 

 （注）１ 自己株式547,470株は、「個人その他」の欄に547単元及び「単元未満株式の状況」の欄に470株含まれてお

ります。 

２ 「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ15単元

及び100株含まれております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成12年４月１日～ 

平成13年３月31日 

（注） 

940 122,947,364 0 10,162 0 13,698 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満 
株式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 55 29 471 38 4 10,805 11,402 － 

所有株式数 

（単元） 
－ 10,748 311 77,475 1,190 5 30,350 120,079  2,868,364 

所有株式数の

割合（％） 
－ 8.95 0.26 64.52 0.99 0.00 25.28 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

 （注） 日本マスタートラスト信託銀行㈱（退職給付信託口・川田工業㈱口）の持株数1,101千株は、川田工業㈱が同

行に委託した退職給付信託財産であり、その議決権行使の指図権は川田工業㈱が留保しております。 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本ベーリンガーインゲルハ

イム㈱ 
兵庫県川西市矢問３－10－１ 70,444 57.29 

泰道リビング㈱ 東京都中央区日本橋浜町１－４－15 3,032 2.46 

日本トラスティ・サービス信

託銀行㈱（信託口） 
東京都中央区晴海１－８－11 2,539 2.06 

日本マスタートラスト信託銀

行㈱（信託口） 
東京都港区浜松町２－11－３ 2,067 1.68 

エスエス従業員持株会 東京都港区赤坂４－２－６ 1,328 1.08 

同仁医薬化工㈱ 東京都中野区弥生町５－２－２ 1,300 1.05 

日本マスタートラスト信託銀

行㈱ 

（退職給付信託口・川田工業

㈱口） 

東京都港区浜松町２－11－３ 1,101 0.89 

全兎会 東京都港区赤坂４－２－６ 1,003 0.81 

日本興亜損害保険㈱ 東京都千代田区霞が関３－７－３ 809 0.65 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱   

（信託口） 
東京都千代田区丸の内１－４－５ 792 0.64 

計 － 84,418 68.66 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が15,000株（議決権15個） 

含まれております。 

  

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式 

 547,000 

－ 

株主としての権利内

容に制限のない、標

準となる株式 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

     119,532,000 
119,532 同上 

単元未満株式 
普通株式 

2,868,364 
－ 同上 

発行済株式総数 122,947,364 － － 

総株主の議決権 － 119,532 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

エスエス製薬株式会社 

東京都中央区日本

橋浜町２－12－４ 
547,000 － 547,000 0.44 

計 － 547,000 － 547,000 0.44 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

ロ【子会社からの買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

ニ【取得自己株式の処理状況】 

 該当事項はありません。 

ホ【自己株式の保有状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 



３【配当政策】 

 当社は株主の皆様に対し安定配当を継続的に実施することを基本方針とし、収益の向上に努め適切な配当水準を維

持することを考慮しております。 

 また、内部留保資金は、コンシューマーヘルスケア関連製品の研究開発、ブランドの育成と増強、生産設備の強

化、並びに生産性向上のための情報システム投資に充当していく方針であります。 

 なお、当期の配当金は医療用医薬品事業譲渡にかかる収益金の株主への還元として、特別配当金１株につき10円と

合わせて25円といたしました。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第75期 第76期 第77期 第78期 第79期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 1,197 1,021 822 791 994 

最低（円） 860 582 584 667 697 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 913 915 925 985 994 984 

最低（円） 835 865 880 901 920 910 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役 

会長 
  トーマス・ハイル 昭和22年４月20日生

昭和58年４月 ベーリンガーインゲルハイムKG 

医薬情報部長 

－ 

昭和62年７月 ベーリンガーインゲルハイムKG 

取締役医薬本部長 

平成２年１月 ベーリンガーインゲルハイムKG 

代表取締役会長 

平成６年１月 ベーリンガーインゲルハイム 

GmbH医療用医薬品営業本部長 

平成12年２月 ベーリンガーインゲルハイム 

Limited UK代表取締役 

平成12年２月 ベーリンガーインゲルハイム 

Limited Ireland会長 

平成16年４月 日本ベーリンガーインゲルハイム㈱

代表取締役会長（現任） 

平成16年６月 当社代表取締役会長（現任） 

代表取締役 

社長兼最高

経営責任者 

マーケティング 

本部長 
羽鳥 成一郎 昭和29年６月25日生

昭和57年８月 エイボン・プロダクツ㈱マーケティ

ング部・製品企画部 

3 

平成11年７月 日本ロレアル㈱百貨店向ブランド事

業部長 

平成16年９月 日本ベーリンガーインゲルハイム㈱

会長付顧問 

平成17年１月 当社会長付顧問 

平成17年４月 当社社長付顧問 

平成17年６月 当社代表取締役社長兼最高経営責任

者（現任） 

平成17年７月 営業本部長・マーケティング本部長 

平成17年10月 マーケティング本部長（現任） 

専務取締役 経営推進本部長 野村 康則 昭和24年３月８日生

平成５年４月 マツダ モーター ヨーロッパ 

S.A.ベルギー人事総務財務本部長 

4 

平成11年７月 ベーリンガーインゲルハイム製薬㈱

取締役 

平成12年７月 日本ベーリンガーインゲルハイム㈱

取締役人事本部長 

平成12年７月 ベーリンガーインゲルハイムベトメ

ディカ㈱取締役 

平成14年６月 当社常務取締役 

平成15年６月 当社人事総務本部長・人事部長 

平成17年６月 当社専務取締役（現任） 

平成17年７月 当社経営推進本部長・人事部長 

平成17年10月 当社経営推進本部長（現任） 

専務取締役 

研究開発 

本部長・信頼性

保証本部長 

北 史男 昭和18年９月６日生

昭和41年４月 当社入社 

7 

昭和62年１月 開発部長 

平成６年６月 取締役 

平成12年11月 薬粧開発本部長 

平成12年11月 生産本部長・海外業務部長・生薬研

究所長 

平成16年６月 研究開発本部長（現任） 

平成16年６月 常務取締役 

平成16年10月 信頼性保証本部長（現任） 

平成17年12月 専務取締役（現任） 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 

財務管理 

本部長・事業 

戦略部長 

吉松 加雄 昭和33年４月28日生

昭和57年４月 三菱電機㈱入社 

1 

平成３年10月 英国三菱電機ロンドンエンジニアリ

ングセンター総務経理部長 

平成４年５月 シンガポール三菱電機㈱取締役 

平成６年４月 三菱コンスーマーエレクトロニクス

アメリカ社コントローラー 

平成11年８月 三菱電機㈱通信事業本部業務統括部

専任マネジャー 

平成12年３月 KVHテレコム㈱財務部長 

平成12年12月 サンマイクロシステムズ㈱取締役経

理財務本部長 

平成15年６月 当社監査役 

平成15年７月 日本ベーリンガーインゲルハイム㈱

執行役員財務本部長 

平成16年６月 当社取締役（現任） 

平成16年10月 当社財務経理本部長 

平成17年７月 当社財務管理本部長・財務管理部長 

平成17年10月 当社財務管理本部長・事業戦略部長

（現任） 

取締役 生産物流本部長 市来 教裕 昭和22年10月29日生

昭和51年３月 当社入社 

2 

平成６年４月 成田工場品質管理部長 

平成10年７月 開発企画部長 

平成13年８月 経営企画室長 

平成14年８月 提携事業部長 

平成15年６月 広報担当執行役員 

平成17年６月 取締役（現任） 

平成17年７月 生産物流本部長（現任） 

取締役   小美野 廣行 昭和23年７月18日生

平成９年６月 帝人㈱財務部長 

－ 

平成11年９月 日本ベーリンガーインゲルハイム㈱

常勤監査役 

平成13年６月 同社上席執行役員財務室コントロー

リング部統括部長 

平成13年６月 当社取締役 

平成14年６月 当社代表取締役専務取締役 

平成14年７月 当社財務経理本部長 

平成15年６月 ヌトリケム・ダイエット医薬 

GmbH監査役会会長（現任） 

平成16年10月 当社取締役（現任） 

平成16年10月 日本ベーリンガーインゲルハイム㈱

取締役財務本部長（現任） 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役   
ジョナサン・ 

ヤードリー 
昭和22年５月31日生

昭和44年12月 SMITH AND NEPHEW入社 

－ 

昭和49年４月 JWALTER THOMPSON ADVERTISING営業

責任者 

昭和53年７月 YOUNG AND RUBICAM  

ADVERTISING営業責任者 

昭和58年10月 SAATCHI AND SAATCHI  

ADVERTISING入社 

平成元年11月 チバガイギーUK社CHC（薬粧）部門

マーケティング・ダイレクター 

平成元年11月 ノバルティスUK社 マーケティン

グ・ダイレクター 

平成９年５月 ベーリンガーインゲルハイム 

Limited UK CHC部門ヘッド 

平成10年７月 ベーリンガーインゲルハイム 

GmbH CHC部門AAA（アジア・アフリ

カ・オーストラレーシア）担当責任

者 

平成16年６月 当社取締役（現任） 

平成17年５月 日本ベーリンガーインゲルハイム㈱

Head of CHC Japan & CHC  

AAA（アジア・アフリカ・オースト

ラレーシア）（現任） 

取締役   大谷 啓介 昭和29年８月９日生

平成５年１月 日本シェーリング㈱人材開発室長 

－ 

平成６年１月 日本シェーリング㈱人事・総務部門

長 

平成14年１月 日本シェーリング㈱取締役人事・総

務部門長 

平成15年２月 日本ベーリンガーインゲルハイム㈱

取締役人事本部長（現任） 

平成17年６月 当社取締役（現任） 

常勤監査役   福田 棟光 昭和22年８月27日生

昭和45年11月 当社入社 

2 

平成３年２月 秘書室長 

平成６年10月 総務部長 

平成９年７月 総務部長兼広報部長 

平成15年１月 人事部長兼総務部長 

平成15年４月 人事部長 

平成15年６月 常勤監査役（現任） 

監査役   美濃浦 利夫 昭和23年３月30日生

平成２年９月 アーサーアンダーセン欧州邦人企業

担当マネジャー 

－ 

平成７年４月 アーサーアンダーセンアジア・パシ

フィック地域邦人企業担当マネジャ

ー 

平成11年９月 美濃浦公認会計士事務所設立 

平成13年４月 日本ベーリンガーインゲルハイム㈱

監査役（現任） 

平成14年６月 当社監査役（現任） 

 



 （注）１ 取締役ジョナサン・ヤードリー、大谷啓介の両名は、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」でありま

す。 

２ 監査役美濃浦利夫、セバスチャン 薫 グルゾン、渡邊信の３名は、会社法第２条第16号に定める「社外監査

役」であります。 

３ 経営における責任・権限の明確化を図り、よりスピーディーな経営意思決定と業務執行を行うため、執行役

員制度を導入しております。 

執行役員    浅原 良康 （平成18年７月１日付 上席執行役員就任予定） 

執行役員    山口 進也 （平成18年７月１日付 上席執行役員就任予定） 

執行役員    田堀 節夫 

執行役員    本原 光弘 

       なお、平成18年７月１日付にて以下の新任執行役員の就任を予定しております。 

上席執行役員  松下 勝 

執行役員    青戸 一正 

執行役員    加藤 淳則 

執行役員    坂井 裕貴 

執行役員    大山 恵造 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

監査役   
セバスチャン 薫  

 グルゾン 
昭和46年６月22日生

平成７年９月 米国ジョージア州マリエッタ市地方

検事事務所アシスタントディレクタ

ー 

－ 

平成８年８月 独国ボッシュ財団研究員 

平成10年５月 独国マックスプランクインスティチ

ュートリサーチアシスタント 

平成11年５月 独国プランビー社法律コンサルタン

ト 

平成13年６月 米国リーダー＆バーコン法律事務所

コンサルタント 

平成15年４月 日本ベーリンガーインゲルハイム㈱

法務部統括部長（現任） 

平成15年６月 当社監査役（現任） 

監査役   渡邊 信 昭和37年２月12日生

平成元年４月 弁護士登録 

今井和男法律事務所入所 

－ 
平成３年４月 高畠渡邊法律事務所パートナー 

平成15年１月 アスク総合法律事務所設立 

平成17年６月 当社監査役（現任） 

計 19 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）基本的な考え方 

 当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、経営理念と株主価値の最大化を実現するため、企

業経営の健全性と効率性を高め、迅速な経営判断を可能とする組織体制作りを行っていくことと考えます。 

(2）内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況 

 ①目的 

当社は、業務の有効性と効率性、財務報告の信頼性、会社法及び関連法規の遵守を目的として本内部統制基本

方針を定め、取締役会及び使用人の職務執行が法令又は定款等に違反しないための法令遵守体制、会社の重大な

損失の発生を未然に防止するためのリスク管理体制、財務情報その他企業情報を適正且つ適時に開示するための

体制を含む内部統制システムを整備し、且つ、実行するものであります。 

コーポレート・ガバナンス、内部統制体制 



 ②基本方針 

イ 取締役及び使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制 

 (ⅰ)全ての法令、社会秩序に則った企業活動を実践するため、「エスエス製薬企業行動憲章」を制定しており

ます。 

 (ⅱ)内部統制の益々の充実を企図し、且つ、コンプライアンスの徹底を目的とし、社内に、代表取締役社長を

委員長とし、常勤取締役を委員とする内部統制委員会を設立いたします。 

 (ⅲ)コンプライアンスを推進するために、経営推進本部長を企業倫理担当役員として、「企業倫理委員会」を

設置しております。同委員会は、代表取締役社長を委員長とし、各本部長を委員として、コンプライアンス

推進の責任を担います。担当役員は、同委員会の最高執務責任者であり当社代表取締役社長により、決定、

任命されます。各本部委員は、担当役員を補佐し、関連部門との連絡・調整を行っております。 

 (ⅳ)コンプライアンス推進のための事務局を総務部に設け、円滑化を図っております。同様に、各本部には、

各本部委員（本部長）より決定任命された企業倫理実務委員が各実務現場でのコンプライアンスの推進を担

当し、企業倫理問題並びにその予防についての役員・従業員への指導・勧告、重大な問題に関する勧告、役

員・従業員への企業倫理教育の定期的・継続的実施など、企業倫理徹底の為の実務を行っております。 

 (ⅴ)役員及び従業員から企業倫理に反した行為について迅速且つ的確な情報をえるため、「企業倫理ホットラ

イン」を設定しております。且つ、平成18年４月１日施行の「公益通報者保護法」に対応するべく、公益通

報者を保護する制度を確立し、対象となる違反行為の是正を監視する「公益通報者保護委員会」を設置して

おります。 

 (ⅵ)コンプライアンスの重要性の認識と意識継続のために全役職員に「ＳＳＰ コンプライアンス・ハンドブ

ック」を配布しております。また、企業の社会的責任の徹底と活動のサポートを目的に総務部にＣＳＲ課を

設置し、年１回ＣＳＲ報告書を発行しております。 

 (ⅶ)「内部情報管理及び内部者取引規制に関する規則」を制定し、役職員がその職務に関して取得した内部情

報の管理、役職員の株式等の売買その他の取引の規制及び役職員の服務に際し遵守すべき基本的事項を定

め、インサイダー取引防止に努めております。 

ロ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 取締役会内規及び経営会議内規に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書として記録し、保存しており

ます。取締役及び監査役は、常時、これらの文書等を閲覧できます。 

ハ 損失の危険の管理に関する規定その他の体制           

 リスクに対し、組織横断的対応且つ継続的な監視を目的として内部統制委員会の下に企業倫理委員会等の

委員会を設置しており、各委員会の審議結果は、経営会議、取締役会、監査役会に報告されております。各

委員会を内部統制委員会の下部委員会として位置づけます。 

ニ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 取締役会は、取締役及び監査役を構成員とし原則月１回開催され、会社法に基づく重要事項の決定並び

に、取締役、社員が共有する経営方針、計画及び全社的な目標を定めております。また、経営会議は、常勤

取締役及び常勤監査役を構成員として、原則月２回開催され、取締役会の決定事項を除いた経営関係課題・

ビジネスプラン等の意思決定を行っております。かかる会議体の開催をもって、重要案件の審議を行うと共

に、取締役間の情報交換に資しております。 

 なお、当社は委員会設置会社ではありませんが、取締役の職務の執行の効率化を目的とし、取締役会の諮

問機関として任意の委員会である指名委員会（適切な経営体制の構築に資する）及び報酬委員会（経営の透

明性の確保に資する）を設置し、コーポレート・ガバナンスの向上に資しております。 

 また、任意の制度として、経営における責任・権限の明確化を図り、より迅速な経営意思決定と業務執行

が行えるよう執行役員制度を導入しております。 

ホ 当社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

 当社の親会社及び子会社においても、グループとしての内部統制の統一性を目的として、担当窓口を設置

し、定期的に会合し、情報の共有を図ると共に、内部統制体制の整合性を図ります。 

ヘ 監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制ならびにその使用

人の取締役からの独立性に関する事項 

  現在、監査役の職務を補助する使用人を置いておりませんが、監査役は監査室（２名）との連携を密にす

る目的で定期的に情報交換を行うと共に、監査室の業務監査に監査役が立ち会う体制を取っております。そ

の結果、監査役は、監査室所属の職員より必要な状況報告を受けられる体制となっております。なお、監査

室は、社長直結の部署であり、その活動範囲の制約を受けないこと、又、社内のあらゆる部署に対し必要と

する全ての情報・資料の提供と説明を求める権限を有することで独立性を保っております。 



ト 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 

 監査役は代表取締役社長と定期的に会合を持ち、また、取締役会に限らず社内で開催される重要な会議

（経営会議を含む）に監査役が自らの意思によりいつでも出席し、重要案件の討議に関与できる体制を整え

ております。 

チ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 当社監査役は５名以内として定められており、現在、監査役４名の内３名は社外監査役であり、公認会計

士、弁護士等監査業務に関して専門的な立場で助言・勧告・情報提供を行える体制をとっております。ま

た、月１回監査役会を開催しており、且つ、必要に応じ監査役と代表取締役社長との間の意見交換会を開催

しております。なお、会計監査人からも必要に応じて監査状況に関する報告を受けております。 

  

(3）会社と社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係 

 社外取締役ジョナサン・ヤードリーは、日本ベーリンガーインゲルハイム㈱のHead of CHC Japan & CHC AAA

（アジア・アフリカ・オーストラレーシア）であります。また、社外取締役大谷啓介は、日本ベーリンガーイン

ゲルハイム㈱の取締役人事本部長であります。 

 社外監査役美濃浦利夫は、日本ベーリンガーインゲルハイム㈱の監査役であり、社外監査役セバスチャン

薫 グルゾンは、日本ベーリンガーインゲルハイム㈱の法務部統括部長であります。また、社外監査役渡邊信

は、アスク総合法律事務所の弁護士であります。 

 社外取締役、社外監査役とも当社との資本関係、取引関係はありません。 

(4）役員報酬及び監査報酬の内容 

 当社の役員報酬の内容は、取締役に対する報酬は２億３千７百万円、監査役に対する報酬は３千６百万円で役

員報酬の合計は２億７千３百万円であります。 

 また、当社が中央青山監査法人と締結した公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業

務に基づく報酬は、２千８百万円であります。 

 なお、上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

 (5）業務を執行した会計監査人の状況 

監査法人名 業務を執行した公認会計士の氏名 補助者の構成 

中央青山監査法人 指定社員・業務執行社員 山脇 市郎 公認会計士９名 

会計士補４名 

その他８名 中央青山監査法人 指定社員・業務執行社員 山本 昌弘 



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項の

ただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項のただ

し書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）の連結財務諸表及び前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）の財務諸表並びに当連結会計年

度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年

３月31日まで）の財務諸表について、中央青山監査法人の監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     23,147     28,632   

２ 受取手形及び売掛金     18,328     14,107   

３ 有価証券     6,999     14,997   

４ たな卸資産     5,473     5,215   

５ 繰延税金資産     976     1,036   

６ その他     4,265     1,336   

貸倒引当金     △111     △172   

（流動資産合計）     59,078 59.6   65,154 63.4 

Ⅱ 固定資産               

(1）有形固定資産 ※２             

１ 建物及び構築物   32,704     31,963     

減価償却累計額   19,031 13,672   18,942 13,021   

２ 機械装置及び運搬具   19,470     19,303     

減価償却累計額   15,188 4,281   15,432 3,871   

３ 工具器具及び備品   8,401     7,715     

減価償却累計額   5,924 2,477   5,431 2,284   

４ 土地     10,745     9,214   

５ 建設仮勘定     36     102   

（有形固定資産合計）     31,212 31.5   28,494 27.7 

(2）無形固定資産               

１ 連結調整勘定     416     －   

２ その他     547     639   

（無形固定資産合計）     964 1.0   639 0.6 

(3）投資その他の資産               

１ 投資有価証券 ※１   3,333     4,536   

２ 長期貸付金     150     98   

３ 繰延税金資産     3,598     3,020   

４ その他     792     930   

貸倒引当金     △77     △73   

（投資その他の資産合
計） 

    7,796 7.9   8,512 8.3 

（固定資産合計）     39,974 40.4   37,646 36.6 

資産合計     99,052 100.0   102,800 100.0 

     
 



    
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形及び買掛金     5,034     4,341   

２ 短期借入金 ※２   1,245     1,061   

３ 一年以内返済予定長期
借入金 

    －     2   

４ 未払法人税等     1,053     2,900   

５ 賞与引当金     1,743     1,426   

６ 返品調整引当金     538     694   

７ その他     6,050     6,365   

（流動負債合計）     15,665 15.8   16,792 16.3 

Ⅱ 固定負債               

１ 転換社債     9,629     9,629   

２ 長期借入金 ※２   1,475     1,252   

３ 退職給付引当金     9,402     8,098   

４ 役員退職引当金     453     162   

５ その他     64     14   

（固定負債合計）     21,025 21.2   19,156 18.7 

負債合計     36,690 37.0   35,949 35.0 

（少数株主持分）               

少数株主持分     203 0.2   0 0.0 

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※３   10,162 10.3   10,162 9.9 

Ⅱ 資本剰余金     13,704 13.8   13,704 13.3 

Ⅲ 利益剰余金     38,676 39.1   43,045 41.9 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    223 0.2   457 0.4 

Ⅴ 為替換算調整勘定     △151 △0.1   17 0.0 

Ⅵ 自己株式 ※４   △456 △0.5   △536 △0.5 

資本合計     62,158 62.8   66,850 65.0 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

    99,052 100.0   102,800 100.0 

     



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  64,395 100.0 55,602 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１ 21,281 33.1 19,318 34.7

売上総利益  43,113 66.9 36,283 65.3

返品調整引当金繰入額  19 0.0 156 0.3

差引売上総利益  43,094 66.9 36,127 65.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 荷造運送費  3,267 2,907   

２ 広告宣伝費  5,089 5,255   

３ 貸倒引当金繰入額  20 105   

４ 給料・賞与・手当  8,592 7,391   

５ 賞与引当金繰入額  1,461 1,159   

６ 退職給付引当金繰入額  1,479 1,189   

７ 役員退職引当金繰入額  76 67   

８ 研究開発費 ※１ 3,852 2,350   

９ その他  14,759 38,598 59.9 12,351 32,777 59.0

営業利益  4,496 7.0 3,349 6.0

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  39 38   

２ 受取配当金  13 20   

３ 持分法による投資利益  60 85   

４ 為替差益  120 31   

５ 工業所有権収入  268 －   

６ 賃貸料収入  35 －   

７ その他  122 658 1.0 186 363 0.6

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  307 293   

２ たな卸資産評価損  － 63   

３ その他  102 410 0.6 49 406 0.7

経常利益  4,745 7.4 3,306 5.9

 



   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益    

  １  医療用医薬品事業譲渡  
 益 

 － 7,409   

２ 固定資産売却益 ※２  － 193   

３ 子会社株式売却益  824 －   

４ 投資有価証券売却益   1 825 1.2 － 7,603 13.7

Ⅶ 特別損失    

１ 子会社株式売却損   － 204   

２ 連結調整勘定一時償却
額 

※３  － 177   

３ 本社移転費用  － 175   

４ 固定資産除却売却損 ※４  361 166   

５ 製造協力負担金  75 －   

６ その他 ※５  5 441 0.7 61 785 1.4

税金等調整前当期純利
益 

 5,129 7.9 10,124 18.2

法人税、住民税及び 
事業税 

 1,788 3,579   

法人税等調整額  154 1,942 3.0 349 3,929 7.1

少数株主利益又は 
少数株主損失（△） 

 11 0.0 △1 △0.0

当期純利益  3,175 4.9 6,196 11.1

     



③【連結剰余金計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  13,704  13,704

Ⅱ 資本剰余金期末残高  13,704  13,704

    

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  37,020  38,676

Ⅱ 利益剰余金増加高   

１ 当期純利益  3,175   6,196 

２ 連結子会社減少に伴う 
利益剰余金増加高 

 － 3,175 68 6,265

Ⅲ 利益剰余金減少高   

１ 配当金  1,455 1,837 

２ 役員賞与  63 1,518 59 1,896

Ⅳ 利益剰余金期末残高  38,676  43,045

    



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

税金等調整前当期純利益   5,129 10,124 

減価償却費   3,055 2,778 

連結調整勘定償却額   241 416 

退職給付引当金の増減額   19 167 

受取利息及び受取配当金   △52 △59 

支払利息   307 293 

持分法による投資損益   △60 △85 

固定資産売却益   － △193 

固定資産除却売却損   312 166 

投資有価証券評価損   12 61 

投資有価証券売却益   △1 － 

子会社株式売却損益   △824 204 

医療用医薬品事業譲渡益    － △7,409 

本社移転費用    － 175 

売上債権の増減額   △558 701 

たな卸資産の増減額   △58 △374 

仕入債務の増減額   △390 △656 

役員賞与の支払額   △63 △59 

その他   △3,020 △255 

小計   4,048 5,996 

利息及び配当金の受取額   72 73 

利息の支払額   △306 △293 

本社移転費用支払額    － △141 

法人税等の支払額   △1,486 △1,746 

営業活動によるキャッシュ・フロー   2,327 3,887 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

定期預金の増減額   88 － 

固定資産の取得による支出   △1,341 △1,597 

固定資産の売却による収入   2,379 1,643 

投資有価証券の取得による支出   △2 △1,501 

投資有価証券の売却による収入   3 400 

連結子会社の売却による収入   1,490 168 

貸付による支出   △14 △16 

貸付金の回収による収入   39 386 

医療用医薬品事業譲渡による収入    － 13,129 

その他   △32 △276 

投資活動によるキャッシュ・フロー   2,610 12,335 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

短期借入金の増減額   △102 △168 

長期借入による収入   － 0 

長期借入金の返済による支出   △211 △202 

社債の償還による支出   △10,000 － 

自己株式の取得による支出   △88 △80 

配当金の支払額   △1,471 △1,837 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △11,874 △2,288 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   5 △1 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   △6,931 13,934 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   38,749 29,665 

Ⅶ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少
額 

  △2,152 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高   29,665 43,599 
    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項  ヌトリラン医薬販売GmbH、ヌトリケ

ム・ダイエット医薬GmbH、インコS.A.、

インコ・インターナショナル・ハンデル

スコントアGmbH、海東エスエス製薬㈱、

アーバンエステート㈱、㈱コム・テック

の７社を連結の範囲に含めております。 

 ㈱応用医学研究所、㈱丸和及び㈱ケン

テックは、当連結会計年度に全株式を売

却したため、また、同仁医薬化工㈱は、

連結範囲算定上の議決権の所有割合が当

連結会計年度より過半数を下回ることと

なったため、当期首において連結対象よ

り除外しております。 

 ㈱バイオメディクス他非連結子会社

は、いずれも小規模会社であり、連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしておりませ

んので、連結の範囲から除外しておりま

す。 

 ヌトリラン医薬販売GmbH、ヌトリケ

ム・ダイエット医薬GmbH、インコS.A.、

インコ・インターナショナル・ハンデル

スコントアGmbH、アーバンエステート

㈱、㈱コム・テックの６社を連結の範囲

に含めております。 

 海東エスエス製薬㈱は、当連結会計年

度に株式を売却し、子会社でなくなった

ため、当期首において連結対象より除外

しております。 

 ㈱エスエスプロモーションアンドコン

サルタント・カンパニー他非連結子会社

は、いずれも小規模会社であり、連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしておりませ

んので、連結の範囲から除外しておりま

す。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

 同仁医薬化工㈱は、議決権の所有割合

が17.5％となったことに伴い、当連結会

計年度より連結子会社より持分法適用関

連会社になっております。 

 非連結子会社は、当期純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がないため、持分

法の適用から除外しております。 

 持分法適用会社は、決算日が連結決算

日と異なっており、当該会社の事業年度

に係る財務諸表を使用しております。 

 関連会社の同仁医薬化工㈱１社に対す

る投資について持分法を適用しておりま

す。 

 ㈱エスエスプロモーションアンドコン

サルタント・カンパニー他非連結子会社

は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法の適用から除

外しております。 

 持分法適用会社は、決算日が連結決算

日と異なっており、当該会社の事業年度

に係る財務諸表を使用しております。 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の決算日が連結決算日と異

なる会社は次のとおりであります。 

 連結子会社の決算日が連結決算日と異

なる会社は次のとおりであります。 

  （会社名） （決算日）

ヌトリラン医薬販売GmbH 12月31日

ヌトリケム・ダイエット医薬

GmbH 
12月31日

インコS.A. 12月31日

インコ・インターナショナ

ル・ハンデルスコントアGmbH
12月31日

海東エスエス製薬㈱ 12月31日

 連結財務諸表の作成にあたっては、連

結子会社決算日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に重要な取引が生

じた場合については、連結上必要な調整

を行っております。 

（会社名） （決算日）

ヌトリラン医薬販売GmbH 12月31日

ヌトリケム・ダイエット医薬

GmbH 
 12月31日

インコS.A. 12月31日

インコ・インターナショナ

ル・ハンデルスコントアGmbH 
12月31日

 連結財務諸表の作成にあたっては、連

結子会社決算日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に重要な取引が生

じた場合については、連結上必要な調整

を行っております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(イ）重要な資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

(イ）重要な資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

 同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基

づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 (2）たな卸資産 

製品、仕掛品 

主として先入先出法による原価

法 

(2）たな卸資産 

    同左 

  

 商品、原材料 

主として移動平均法による原価

法 

  

  

 貯蔵品 

主として最終仕入原価法による

原価法 

  

  

 (ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

主として定率法 

 ただし、当社の東日本物流セン

ター・名古屋物流センターの建物

及び立体自動倉庫設備、並びに平

成10年４月１日以降取得した建物

（建物附属設備を除く）について

は、定額法によっております。 

 なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。 

(ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

    同左 

  

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (2）無形固定資産 

定額法 

 耐用年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によ

っております。 

 なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。 

(2）無形固定資産 

    同左 

  

 (ハ）重要な引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 売掛金等の債権に対する回収危険

に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

の特定債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

(ハ）重要な引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

    同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上してお

ります。 

(2）賞与引当金 

    同左 

 (3）返品調整引当金 

 当社は販売済製品・商品について

連結会計年度末日後に発生が予測さ

れる返品に備えるため、過去の返品

率・売買利益率に基づき計上してお

ります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(3）返品調整引当金 

 当社は販売済製品・商品について

連結会計年度末日後に発生が予測さ

れる返品に備えるため、過去の返品

率に基づき、売買利益及び廃棄損失

の見積額を計上しております。 

（会計方針の変更）  

 返品調整引当金は、従来、販売済

製品・商品について連結会計年度末

日後に発生が予測される返品に備え

るため、過去の返品率・売買利益率

に基づき計上しておりましたが、平

成17年４月１日付の医療用医薬品事

業の分割・譲渡によりコンシューマ

ーヘルスケア事業に特化した結果、

売上高に与える返品損失の影響割合

が増大していることを契機に見直し

を図り、返品実態を反映した返品損

失額を計上して期間損益計算をより

適正に行うため、当連結会計年度よ

り廃棄損失の見積額もあわせて計上

することに変更しております。 

 この結果、従来の方法によった場

合に比べて当連結会計年度の返品調

整引当金は、247百万円増加し、営業

利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益は247百万円それぞれ減少し

ております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

   

  

  

 なお、セグメント情報に与える影

響については、当該箇所に記載して

おります。  

 (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしておりま

す。 

(4）退職給付引当金 

   同左 

  

 (5）役員退職引当金 

 当社及び連結子会社の一部は、役

員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく連結会計年度末要

支給額を計上しております。 

(5）役員退職引当金 

    同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (ニ）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

(ニ）重要なリース取引の処理方法 

    同左 

 (ホ）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(ホ）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

   同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

 同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定は、５年間で均等償却し

ております。 

 同左 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結会社の利益処分については、連結

会計年度中において確定した利益処分に

基づいて、連結剰余金計算書を作成して

おります。 

 同左 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

 同左 



（会計方針の変更） 

   （表示方法の変更） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （連結損益計算書） 

 前連結会計年度において区分掲記しておりました「工

業所有権収入」（当連結会計年度２百万円）について

は、営業外収益の100分の10以下となったため、「賃貸料

収入」（当連結会計年度27百万円）については、重要性

が乏しいと考え、当連結会計期間より営業外収益の「そ

の他」に含めて表示しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 非連結子会社及び関連会社に係る注記 

 各科目に含まれている非連結子会社及び関連会社

に対する主なものは次のとおりであります。 

※１ 非連結子会社及び関連会社に係る注記 

 各科目に含まれている非連結子会社及び関連会社

に対する主なものは次のとおりであります。 

投資有価証券（株式） 1,035百万円 投資有価証券（株式） 973百万円

※２ 担保に供している資産は次のとおりであります。 ※２ 担保に供している資産は次のとおりであります。 

有形固定資産 2,235百万円 有形固定資産 2,058百万円

上記に対応する債務 上記に対応する債務 

短期借入金 835百万円

長期借入金 1,465 

合計 2,300 

短期借入金 489百万円

長期借入金  1,252 

合計 1,741 

※３ 当社の発行済株式総数は次のとおりであります。 ※３ 当社の発行済株式総数は次のとおりであります。 

普通株式 122,947,364株 普通株式 122,947,364株

※４ 自己株式の保有数 

 当社及び持分法を適用した関連会社が保有する連

結財務諸表提出会社の株式の数は、次のとおりであ

ります。 

※４ 自己株式の保有数 

 当社及び持分法を適用した関連会社が保有する連

結財務諸表提出会社の株式の数は、次のとおりであ

ります。 

普通株式 679,837株 普通株式 774,465株



（連結損益計算書関係） 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

3,852百万円 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

2,350百万円 

────── ※２ 固定資産売却益は、建物、土地の売却によるもの

であります。 

────── ※３ 連結調整勘定一時償却額は、当連結会計年度の当

社の個別財務諸表において、子会社株式の減損処理

を行ったことによるものであります。 

※４ 固定資産除却売却損は、建物、構築物、機械及び

装置等の陳腐化した資産の廃棄、及び資産の売却に

よるものであります。 

※４ 同左 

※５ 出資金の損失であります。 ※５ 投資有価証券の減損によるものであります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 23,147百万円

有価証券 6,999 

計 30,146 

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
△481 

現金及び現金同等物 29,665 

現金及び預金 28,632百万円

有価証券 14,997 

計 43,629 

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
△30 

現金及び現金同等物 43,599 

２ 株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資

産及び負債の主な内訳 

㈱応用医学研究所、㈱丸和、㈱ケンテック 

２ 株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資

産及び負債の主な内訳 

海東エスエス製薬㈱ 

（当連結会計年度初現在） （当連結会計年度初現在） 

流動資産 942百万円

固定資産 802 

資産合計 1,744 

流動負債 525 

固定負債 318 

負債合計 843 

流動資産 550百万円

固定資産 300 

資産合計 850 

流動負債 46 

固定負債 10 

負債合計 56 

────── ３ 医療用医薬品事業の分割・譲渡により減少した資産

及び負債の主な内訳 

  （当連結会計年度初現在） 

 流動資産 4,124百万円

固定資産 572 

資産合計 4,697 

流動負債 231 

固定負債 2,074 

負債合計 2,305 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
有形固定資
産 
（百万円） 

無形固定資
産 
（百万円） 

合計 
（百万円）

取得価額相当
額 

2,025 772 2,798 

減価償却累計
額相当額 

1,249 405 1,654 

期末残高相当
額 

776 367 1,143 

有形固定資
産 
（百万円） 

無形固定資
産 
（百万円） 

合計 
（百万円）

取得価額相当
額 

1,636 736 2,372

減価償却累計
額相当額 

1,124 509 1,634

期末残高相当
額 

511 226 738

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 476百万円

１年超 689 

合計 1,165 

１年内 372百万円

１年超 381 

合計 753 

③ 支払リース料 561百万円

減価償却費相当額 532 

支払利息相当額 24 

③ 支払リース料 477百万円

減価償却費相当額 455 

支払利息相当額 15 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

    同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

    同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内 4百万円

１年超 12 

合計 17 

１年内 4百万円

１年超 8 

合計 13 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  該当事項はありません。 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について５百万円減損処理を行っております。 

なお、当該株式の減損にあたっては、当連結会計年度末において時価が簿価に比べて50％以上下落した場合、

及び当連結会計年度末、当中間連結会計期間末、前連結会計年度末の３半期末連続して時価が簿価に比べて

30％以上50％未満下落した場合は著しい下落があったものと判断して、回復可能性を考慮し簿価と時価との差

額を減損処理することとしております。 

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

４ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

(1）満期保有目的の債券 

(2）その他有価証券 

区分 
取得原価 
（百万円） 

連結決算日における連
結貸借対照表計上額 

（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの 
      

株式 511 987 476 

小計 511 987 476 

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの 
      

株式 320 264 △56 

債券 400 356 △43 

小計 720 620 △100 

合計 1,232 1,608 376 

 売却額 3百万円

 売却益の合計額 1 

コマーシャル・ペーパー 3,999百万円

政府短期証券 2,999 

非上場株式 680百万円

その他 8 



５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  該当事項はありません。 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式については、減損処理を行っておりません。 

なお、当該株式の減損にあたっては、当連結会計年度末において時価が簿価に比べて50％以上下落した場合、

及び当連結会計年度末、当中間連結会計期間末、前連結会計年度末の３半期末連続して時価が簿価に比べて

30％以上50％未満下落した場合は著しい下落があったものと判断して、回復可能性を考慮し簿価と時価との差

額を減損処理することとしております。 

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

４ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

(1）満期保有目的の債券 

  
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

① 債券         

国債・地方債等 － － － － 

社債 － － － － 

その他 6,999 － － － 

② その他 － － － － 

合計 6,999 － － － 

区分 
取得原価 
（百万円） 

連結決算日における連
結貸借対照表計上額 

（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの 
      

株式 440 1,224 784 

債券 500 502 2 

小計 940 1,727 786 

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの 
      

株式 37 34 △3 

債券 1,000 990 △9 

小計 1,037 1,025 △12 

合計 1,977 2,752 774 

 売却額 400百万円

 売却損益の合計額 － 

コマーシャル・ペーパー 14,997百万円



(2）その他有価証券 

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

非上場株式 803百万円

その他 7 

  
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

① 債券         

国債・地方債等 － － － － 

社債 － － － － 

その他 14,997 － － － 

② その他 － － － － 

合計 14,997 － － － 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 



（退職給付関係） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設けておりましたが、確定給

付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について平成15年８月１日に厚生労働大臣から将来分

支給義務免除の認可を受けました。平成16年９月１日には過去分返上の認可を受け、確定給付企業年金に移

行し、平成16年12月22日に最低責任準備金の返還を行いました。 

 また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

２ 退職給付債務に関する事項 

 （注） 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

３ 退職給付費用に関する事項 

 （注）１ 上記退職給付費用以外に、割増退職金517百万円支払っており、販売費及び一般管理費として

計上しております。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「勤務費用」に計上しております。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

①退職給付債務 25,359百万円

②年金資産 10,446 

③未積立退職給付債務（①－②） 14,912 

④未認識数理計算上の差異 5,510 

⑤退職給付引当金（③－④） 9,402 

①勤務費用 833百万円

②利息費用 631 

③数理計算上の差異の費用処理額 571 

④退職給付費用（①＋②＋③） 2,036 

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

②割引率 2.2％ 

③期待運用収益率 ０％ 

④数理計算上の差異の処理年数 10年 

（各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理すること

としております。） 



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けております。 

 また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

２ 退職給付債務に関する事項 

 （注） 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

３ 退職給付費用に関する事項 

 （注）１ 上記退職給付費用以外に、割増退職金203百万円支払っており、販売費及び一般管理費として

計上しております。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「勤務費用」に計上しております。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

①退職給付債務 23,068百万円

②年金資産 11,797 

③未積立退職給付債務（①－②） 11,270 

④未認識数理計算上の差異 3,171 

⑤退職給付引当金（③－④） 8,098 

①勤務費用 717百万円

②利息費用 491 

③期待運用収益 △208 

④数理計算上の差異の費用処理額 640 

⑤退職給付費用（①＋②＋③＋④） 1,640 

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

②割引率 2.2％ 

③期待運用収益率 2.2％ 

④数理計算上の差異の処理年数 10年 

（各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理すること

としております。） 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産    

退職給付引当金限度超過分   3,724百万円

賞与引当金限度超過分   709 

役員退職引当金   184 

未払事業税   107 

貸倒引当金限度超過分   22 

繰越欠損金   66 

その他   280 

繰延税金資産小計   5,096 

評価性引当額   △66 

繰延税金資産合計   5,029 

      

繰延税金負債     

固定資産圧縮積立金   298百万円

その他有価証券評価差額金   153 

その他   3 

繰延税金負債合計   454 

繰延税金資産の純額   4,575 

繰延税金資産    

退職給付引当金限度超過分   3,296百万円

賞与引当金限度超過分   580 

未払事業税   245 

返品調整引当金限度超過分   100 

繰越欠損金   74 

役員退職引当金   65 

貸倒引当金限度超過分   30 

その他   170 

繰延税金資産小計   4,564 

評価性引当額   △114 

繰延税金資産合計   4,450 

      

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金    314百万円

固定資産圧縮積立金   75 

その他   3 

繰延税金負債合計   393 

繰延税金資産の純額   4,057 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率   40.7％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 

  
2.7 

住民税均等割   0.8 

試験研究費の法人税額特別控除   △5.3 

その他   △1.0 

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 

  
37.9 

法定実効税率   40.7％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 

  
0.8 

住民税均等割   0.4 

試験研究費の法人税額特別控除   △3.4 

その他   0.3 

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 

  
38.8 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 事業の種類として医薬品の製造・販売を中心とする「医薬品分野」とこれに属さない「その他の分野」に区

分しておりますが、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める

「医薬品分野」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しており

ます。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 事業の種類として医薬品の製造・販売を中心とする「医薬品分野」とこれに属さない「その他の分野」に区

分しておりますが、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める

「医薬品分野」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しており

ます。 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

その他の地域・・・・・ドイツ・フランス・韓国 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めるべき配賦不能営業費用はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

 その他の地域・・・・・フランス 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めるべき配賦不能営業費用はありません。 

４ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４「会計処理基準に関する事項」（ハ）重要な引当金

の計上基準（３）「返品調整引当金」の（会計方針の変更）に記載のとおり、当連結会計年度より、当社の

返品調整引当金について廃棄損失の見積額もあわせて計上することに変更した結果、日本の営業利益は従来

の方法に比べて247百万円減少しております。なお、日本以外のセグメントに与える影響はありません。 

５ 所在地区分の変更 

 前連結会計年度までその他の地域に含めて記載しておりましたドイツの割合が、当連結会計年度において

全セグメントの売上高の合計に占める割合の１０％を超えているため、区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度において当連結会計年度の所在地区分によった場合の所在地別セグメント情報は次

のとおりであり、またその他の地域はフランス・韓国であります。 

  

  
日本 

（百万円） 
その他の地域 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益           

(1）外部顧客に対する売上高 58,413 5,982 64,395 － 64,395 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
59 952 1,012 (1,012) － 

計 58,472 6,935 65,407 (1,012) 64,395 

営業費用 53,936 7,020 60,956 (1,058) 59,898 

営業利益又は営業損失（△） 4,535 △84 4,451 45 4,496 

Ⅱ．資産 98,620 6,982 105,602 (6,549) 99,052 

  
日本 

（百万円） 
ドイツ 
（百万円） 

その他の 
地域  

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去 
又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益             

(1）外部顧客に対する売上高 49,779 4,976 846 55,602 － 55,602 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ 1,225 － 1,225 (1,225) － 

計 49,779 6,201 846 56,827 (1,225) 55,602 

営業費用 46,339 6,300 873 53,513 (1,260) 52,252 

営業利益又は営業損失（△） 3,440 △98 △27 3,314 34 3,349 

Ⅱ．資産 102,929 5,579 427 108,936 (6,136) 102,800 



前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

 欧州・・・・・・・・・ドイツ・フランス 

 その他の地域・・・・・中国・韓国・台湾・カナダ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の日本以外の国又は地域における売上高です。 

４ 海外売上高が当連結会計年度において連結売上高の10％を超えているため、当連結会計年度より海外売上高

を記載しております。 

  
日本 

（百万円） 
ドイツ 
（百万円） 

その他の 
地域  

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去 
又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益             

(1）外部顧客に対する売上高 58,413 4,934 1,047 64,395 － 64,395 

(2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
59 1,325 185 1,570 (1,570) － 

計 58,472 6,260 1,233 65,965 (1,570) 64,395 

営業費用 53,936 6,335 1,231 61,503 (1,604) 59,898 

営業利益又は営業損失

（△） 
4,535 △74 1 4,462 33 4,496 

Ⅱ．資産 98,620 6,206 1,312 106,139 (7,086) 99,052 

 
欧州 

（百万円）  
その他の地域 
（百万円） 

計 
（百万円） 

Ⅰ 海外売上高 5,822 309 6,131 

Ⅱ 連結売上高     55,602 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 10.5 0.5 11.0 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 重要な取引に該当する事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 重要な取引に該当する事項はありません。 



（１株当たり情報） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 507円88銭

１株当たり当期純利益 25円45銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 24円33銭

１株当たり純資産額 546円65銭

１株当たり当期純利益 50円17銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 47円34銭

１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定上の基礎 

１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定上の基礎 

連結損益計算書上の当期純利益 3,175百万円

普通株式に係る当期純利益 3,113百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

利益処分による役員賞与金 61百万円

普通株式の期中平均株式数 122,340,783株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた当期純利益調整額の主要な内訳 

支払利息（税額相当額控除後） 83百万円

当期純利益調整額 83百万円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた普通株式増加数の主要な内訳 

転換社債（第５回無担保転換社債） 9,060,883株

普通株式増加数 9,060,883株

連結損益計算書上の当期純利益 6,196百万円

普通株式に係る当期純利益 6,131百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

利益処分による役員賞与金 64百万円

普通株式の期中平均株式数 122,221,340株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた当期純利益調整額の主要な内訳 

支払利息（税額相当額控除後） 83百万円

当期純利益調整額 83百万円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた普通株式増加数の主要な内訳 

転換社債（第５回無担保転換社債） 9,060,883株

普通株式増加数 9,060,883株

 これらの詳細については、第５経理の状況１連結財務

諸表（1）連結財務諸表⑤連結附属明細表の社債明細表に

記載のとおりであります。 

 これらの詳細については、第５経理の状況１連結財務

諸表（1）連結財務諸表⑤連結附属明細表の社債明細表に

記載のとおりであります。 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社は医療用医薬品事業とコンシューマーヘルスケア事業を分離し、医療用医薬品事業を久光製薬株式会社に

譲渡移転することとし、平成16年５月21日に基本契約を締結いたしました。その後、平成16年６月29日開催の定

時株主総会で「会社分割契約書承認の件」として議案提出を行い、承認され、当初の予定通り平成17年４月１日

付で分割譲渡を完了いたしました。 

分割・譲渡の概要 

(1）分割・譲渡する事業の内容 

① 分割・譲渡の範囲 

 当社の既承認医療用医薬品、既承認体外診断用医薬品、臨床栄養剤（食品を含む、ハーモニックM/Fを

除く）、検査用試薬、開発段階製品 

 本件承継対象となる特許、商標、本件承継対象のノウハウ、本件許諾対象の特許、商標及びノウハウな

どの知的財産権（出願中のものも含む） 

② 医療用医薬品事業の平成17年３月期における経営成績 

③ 分割・譲渡資産、負債の項目及び金額（平成17年４月１日現在） 

④ 移転従業員 

医療用医薬品事業に係る役員及び従業員（営業職、研究開発職、医薬情報等の間接部門職）；計266名 

(2）譲渡する株数及び譲渡総額 

① 譲渡する株数；30万株（100％） 

② 譲渡総額；13,612百万円 

  医療用医薬品事業 

売上高（百万円） 10,613 

売上総利益（百万円） 5,479 

資産 負債 

項目 帳簿価額（百万円） 項目 帳簿価額（百万円） 

流動資産 4,124 流動負債 231 

固定資産 10,163 固定負債 2,074 

合計 14,287 合計 2,305 



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

（１）当社は、平成18年４月１日付で退職金、年金制度を変更し、企業年金制度としてキャッシュバランスプラ

  ンを導入すると同時に、基本プラスα部分（加入員）を廃止いたしました。 

   これに伴い退職給付債務は2,728百万円減少し、同額の過去勤務債務が発生しております。なお、当該過

  去勤務債務につきましては、定額法により発生年度より10年で償却いたします。 

   また、廃止いたしました基本プラスα部分（加入員）については、勤続年数に応じて会社からの一時金で

  清算いたしました。 

   平成19年３月期の損益に与える影響額は僅少なため記載しておりません。 

  

（２）当社は、平成18年４月７日開催の取締役会において、下記のとおりセカンドキャリア支援プログラムを実

  施することを決議いたしました。 

  ① セカンドキャリア支援プログラム実施の理由 

   当社は、収益力の向上と将来に向けての成長性を確保することを目的として、中期経営目標を検討中で 

  す。今般その一環として、社員の自立と将来への選択肢を広げることを視野に入れたセカンドキャリア支援

  プログラムを実施し、自らのライフプランに基づいて転職または自立を図る社員に対して、会社として積極

  的に支援することといたしました。 

  ② セカンドキャリア支援プログラムの概要 

   1) 対象者     平成18年４月１日現在、勤続10年以上且つ年齢満45歳以上の従業員 

   2) 募集人数    100名 

   3) 募集期間    平成18年５月８日から平成18年５月19日まで 

   4) 退職日     平成18年７月15日 

   5) 退職金支給額  会社都合による退職金に加え特別加算金を支給 

   6) 再就職支援   希望者に対して再就職の支援を行う 

  ③ 実施の結果 

   応募者数 141名 

     

 実施に伴い発生する特別加算退職金34億円は、特別損失として平成19年３月期決算に計上する予定で

す。 

  

（３）平成18年５月23日開催の当社取締役会において、当社は平成18年９月１日を期して、富山工場における全

  製造事業を会社分割し、当社の完全子会社である株式会社エスエスプロモーションアンドコンサルタント・

  カンパニーに承継すること及び同日付において承継会社の発行済株式の90％をシミック株式会社に譲渡する

  ことを決議し、同日、同社との間で株式売買契約書を締結いたしました。なお、分割会社である当社にとっ

  て、本件会社分割は会社法第784条3項の簡易吸収分割の要件を充足するものであるため、株主総会による分

  割契約の承認を得ずに行うものであります。 

   また、株式会社エスエスプロモーションアンドコンサルタント・カンパニーは平成18年５月30日付で、シ

ミック・エスエス・ＣＭＯ株式会社へ商号変更いたしました。 

  ① 目的 

   当社は、一般用医薬品を中心とするコンシューマーへルスケア関連事業に経営資源を集中投下する「選択

  と集中」、「専門性と競争力強化」が中長期的視点からきわめて重要と考え、平成17年４月１日の医療用医

  薬品事業の分割・譲渡を始め、子会社の清算及び売却、並びに未使用不動産の売却等によるバランスシー 

  トのスリム化を進めているところです。 

   軟膏や坐薬製剤を中心とする富山工場事業は、生産の約半分を医療用医薬品が占めることから、今般、さ

らにこの方針を進めるべく、当社は軟膏・坐薬製剤を中心とする富山工場事業を分離し、これをシミック株

式会社に譲渡移転することといたしました。この選択は、本事業を適正に承継し更に発展させる可能性も含

め、譲渡先としてシミック株式会社が最適と判断したことによります。 

  

  ② 分割・譲渡の概要 

   1） 当該分割により当社から営業を承継する会社の概要 

    (ⅰ) 名称；株式会社エスエスプロモーションアンドコンサルタント・カンパニー 

    (ⅱ) 住所；東京都港区赤坂四丁目２番６号 

    (ⅲ) 代表者の氏名；内田 雅巳 

    (ⅳ) 資本金の額；30百万円 

    (ⅴ) 事業の内容；医薬品等製造（休眠中） 



   2） 当該分割の方法 

    当社を分割会社とし、当社の完全子会社である株式会社エスエスプロモーションアンドコンサルタン 

   ト・カンパニーを承継会社とする分社型吸収分割。なお、かかる分割の後、分割期日と同日にシミック株

   式会社へ株式会社エスエスプロモーションアンドコンサルタント・カンパニーの発行済株式の90％を譲渡

   することを予定しております。 

  

   3） 会社分割の日程 

    分割契約書の締結承認取締役会      平成18年５月23日 

    分割契約書調印              平成18年５月23日 

    分割期日                平成18年９月１日 

    分割後承継会社株式譲渡日        平成18年９月１日 

  

   4） 株式の割当 

     株式会社エスエスプロモーションアンドコンサルタント・カンパニーは当社の完全子会社であり、か 

   つ、本件分割は分社型吸収分割であるため、分割前後で当社の同社に対する持分比率は変化しませんの 

   で、本件分割に際し、当社に対する新株の割当は行いません。 

  

   5） 承継会社が承継する権利義務 

    承継会社は、分割期日において本件分割の対象事業のみにかかる資産及び契約上の地位ならびに同事業

   にかかる一定の負債を、当社から承継します。 

  

   6） 分割・譲渡する事業の内容 

    (ⅰ) 分割・譲渡の範囲 

       富山工場における軟膏、坐剤、歯磨剤の生産、錠剤、カプセル剤の包装仕上げ等の全製造事業。 

     

    (ⅱ) 分割・譲渡資産、負債の項目及び金額（平成18年３月31日現在） 

     

    (ⅲ) 移転従業員 

       平成18年９月１日現在において富山工場に所属し、かつ分割期日前日まで引き続き所属する全て 

      の従業員。 

  

   7） 譲渡先概要 

     (ⅰ) 名称；シミック株式会社 

     (ⅱ) 住所；東京都品川区西五反田７丁目10番４号 

     (ⅲ) 代表者の氏名；中村 和男 

     (ⅳ) 資本金の額；3,081百万円 

     (ⅴ) 事業の内容；医薬品開発受託 

  

   8） 譲渡する株数及び譲渡価額 

     (ⅰ) 譲渡する株数；540株(90%) 

     (ⅱ) 譲渡価額；22億円 

       ただし、一部の承継対象資産及び負債について分割期日現在までに生じた重要な増減の金額を加

      除した上で、本件譲渡価額の調整及び清算を行なうものとします。 

     なお、現時点では、平成19年３月期の損益に与える影響は軽微であると予測しております。 

資産 負債 

項目 帳簿価額（百万円） 項目 帳簿価額（百万円） 

固定資産 2,195 固定負債 128 

合計 2,195 合計 128 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１ 転換社債の転換条件は、次のとおりであります。 

２ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額は

次のとおりであります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

利率（％） 担保 償還期限 

エスエス製薬株式会社 
第５回無担保転換社債

（注）１ 

平成６年 

３月３日 
9,629 9,629 年1.4 無担保 

平成21年 

３月31日 

  第５回無担保転換社債 

転換により発行すべき株式の内容 エスエス製薬株式会社普通株式 

転換価格 1,062円70銭 

転換を請求できる期間 平成６年４月１日～平成21年３月30日 

１年以内 
（百万円） 

１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

－ － 9,629 － － 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 1,245 1,061 5.8 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － 2 4.5 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 1,475 1,252 5.3 
平成19年～ 

平成22年 

合計 2,720 2,315 － － 

１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

207 219 605 14 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     22,267     27,675   

２ 受取手形     1,679     862   

３ 売掛金     15,903     12,542   

４ 有価証券     6,999     14,997   

５ 商品     641     482   

６ 製品     1,880     1,714   

７ 原材料     1,002     984   

８ 仕掛品     806     812   

９ 貯蔵品     25     56   

10 前渡金     3,299     284   

11 前払費用     1     54   

12 繰延税金資産     966     1,029   

13 その他     892     574   

貸倒引当金     △52     △116   

（流動資産合計）     56,314 57.7   61,953 62.1 

Ⅱ 固定資産               

(1）有形固定資産               

１ 建物   25,965     25,756     

減価償却累計額   15,608 10,357   15,579 10,176   

２ 構築物   2,106     2,109     

減価償却累計額   1,411 695   1,464 645   

３ 機械及び装置   16,841     16,858     

減価償却累計額   13,348 3,492   13,615 3,243   

４ 車両運搬具   228     231     

減価償却累計額   203 25   205 26   

５ 工具器具及び備品   7,225     6,580     

減価償却累計額   5,161 2,063   4,676 1,903   

６ 土地     10,143     9,060   

７ 建設仮勘定     20     －   

（有形固定資産合計）     26,798 27.4   25,055 25.1 

 



    
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

(2）無形固定資産               

１ 商標権     6     6   

２ ソフトウェア     406     516   

３ その他     75     61   

（無形固定資産合計）     488 0.5   583 0.6 

(3）投資その他の資産               

１ 投資有価証券     2,261     3,526   

２ 関係会社株式     1,668     663   

３ 関係会社出資金     4,449     1,306   

４ 従業員長期貸付金     121     98   

５ 関係会社長期貸付金     1,099     1,415   

６ 破産・更生等債権     67     65   

７ 長期前払費用     113     91   

８ 繰延税金資産     3,584     4,288   

９ その他     728     869   

貸倒引当金     △80     △81   

（投資その他の資産合
計） 

    14,013 14.4   12,245 12.2 

（固定資産合計）     41,300 42.3   37,884 37.9 

資産合計     97,615 100.0   99,838 100.0 

     
 



    
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形     1,955     1,204   

２ 買掛金     2,474     2,557   

３ 未払金     465     1,003   

４ 未払費用     4,800     4,756   

５ 未払法人税等     997     2,789   

６ 未払消費税等     222     －   

７ 預り金     188     98   

８ 賞与引当金     1,738     1,421   

９ 返品調整引当金     538     694   

10 設備関係支払手形     227     380   

（流動負債合計）     13,607 13.9   14,906 14.9 

Ⅱ 固定負債               

１ 転換社債     9,629     9,629   

２ 退職給付引当金     9,389     8,094   

３ 役員退職引当金     443     150   

４ その他     46     44   

（固定負債合計）     19,507 20.0   17,918 18.0 

負債合計     33,114 33.9   32,824 32.9 

 



    
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※１   10,162 10.4   10,162 10.2 

Ⅱ 資本剰余金               

１ 資本準備金     13,698     13,698   

２ その他資本剰余金               

(1）自己株式処分差益     5     5   

（資本剰余金合計）     13,704 14.0   13,704 13.7 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 利益準備金     2,540     2,540   

２ 任意積立金               

(1）固定資産圧縮積立金   436     434     

(2）別途積立金   33,202 33,638   33,202 33,636   

３ 当期未処分利益     4,570     6,930   

（利益剰余金合計）     40,749 41.8   43,107 43.2 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    223 0.2   457 0.4 

Ⅴ 自己株式 ※４   △ 338 △0.3   △ 419 △0.4 

資本合計     64,500 66.1   67,013 67.1 

負債及び資本合計     97,615 100.0   99,838 100.0 

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高    

１ 製品売上高  52,802 46,093   

２ 商品売上高  5,633 58,436 100.0 3,673 49,766 100.0 

Ⅱ 売上原価    

１ 期首製品商品たな卸高  2,440 2,521   

２ 当期商品仕入高  2,923 2,182   

３ 当期製品製造原価  16,926 15,932   

合計  22,290 20,636   

４ 他勘定振替高 ※１ 1,032 1,212   

５ 医療用医薬品事業分
割・譲渡に伴う減少高 

  － 519   

６ 期末製品商品たな卸高  2,521 18,736 32.1 2,196 16,707 33.6

売上総利益  39,699 67.9 33,058 66.4

返品調整引当金繰入額  19 0.0 156 0.3

差引売上総利益  39,680 67.9 32,902 66.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 荷造運送費  3,025 2,667   

２ 広告宣伝費  5,455 5,540   

３ 販売促進費  2,779 2,442   

４ 貸倒引当金繰入額  14 101   

５ 旅費交通・通信費  2,290 1,774   

６ 給料・賞与・手当  7,055 5,958   

７ 賞与引当金繰入額  1,456 1,154   

８ 退職給付引当金繰入額  1,474 1,187   

９ 役員退職引当金繰入額  75 65   

10 研究開発費 ※２ 3,665 2,166   

11 減価償却費  697 712   

12 その他  7,231 35,220 60.3 5,679 29,450 59.2

営業利益  4,459 7.6 3,452 6.9

 



   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  35 61   

２ 受取配当金  45 48   

３ 為替差益  75 31   

４ 工業所有権収入  269 －   

５ 賃貸料収入  44 －   

６ その他  101 571 1.0 171 313 0.6

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  0 0   

２ 社債利息  135 134   

３ たな卸資産評価損  － 63   

４ その他  74 210 0.3 34 233 0.4

経常利益  4,821 8.3 3,531 7.1

Ⅵ 特別利益    

 １ 医療用医薬品事業譲渡  
 益 

 － 7,409   

２ 子会社株式売却益  618 －   

３ 投資有価証券売却益  1 620 1.1 － 7,409 14.9

Ⅶ 特別損失    

１ 子会社出資金評価損  － 3,142   

２ 子会社株式売却損  － 585   

３ 本社移転費用  － 175   

４ 固定資産除却売却損 ※３ 361 166   

５ 投資有価証券評価損  － 61   

６ 製造協力負担金  75 －   

７ 出資金損失   5 442 0.8 － 4,131 8.3

税引前当期純利益  4,998 8.6 6,809 13.7

法人税、住民税及び 
事業税 

 1,709 3,483   

法人税等調整額  161 1,870 3.2 △928 2,554 5.1

当期純利益  3,127 5.4 4,255 8.6

前期繰越利益  1,442 2,675 

当期未処分利益  4,570 6,930 

     



製造原価明細書 

 （注）※１ 労務費には次のものが含まれております。 

※２ 経費のうち主なものは次のとおりであります。 

※３ 他勘定振替高は研究開発費等へ振替えたものであります。 

 ４ 原価計算方法は組別工程別総合原価計算であります。 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 原材料費    

１ 原材料期首たな卸高  1,206 1,002   

２ 原材料当期仕入高  10,689 9,542   

（計）  11,896 10,545   

３ 原材料期末たな卸高  1,002 10,893 63.8 984 9,560 59.9

Ⅱ 労務費 ※１ 2,585 15.2 2,584 16.2

Ⅲ 経費 ※２ 3,585 21.0 3,813 23.9

当期総製造費用  17,063 100.0 15,959 100.0 

仕掛品期首たな卸高  708 806 

合計  17,772 16,765 

仕掛品期末たな卸高  806 812 

他勘定振替高 ※３ 39 20 

当期製品製造原価  16,926 15,932 

     

  （前事業年度） （当事業年度） 

退職給付引当金繰入額 281百万円 295百万円

賞与引当金繰入額 282 267 

  （前事業年度） （当事業年度） 

減価償却費 1,683百万円 1,479百万円

外注加工費 333 828 



③【利益処分計算書】 

 （注）１ 日付は株主総会承認年月日であります。 

２ 前事業年度の固定資産圧縮積立金は、税効果会計における実効税率変更に伴う取崩額であります。 

３ 当事業年度の固定資産圧縮積立金は、租税特別措置法の規定に基づくものであります。 

  
前事業年度 

（平成17年６月29日） 
当事業年度 

（平成18年６月29日） 

科目 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益 4,570  6,930

Ⅱ 任意積立金取崩額  

１ 固定資産圧縮積立金取崩額 1  323

合計 4,571  7,253

Ⅲ 利益処分額  

１ 配当金 1,837 3,059 

２ 役員賞与金 59 55 

（内監査役賞与金） (5) 1,896 (6) 3,114

Ⅳ 次期繰越利益 2,675  4,138

   



重要な会計方針 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）満期保有目的の債券 

 同左 

(2）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

(2）子会社株式及び関連会社株式 

    同左 

(3）その他有価証券 

 時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

  （評価差額は全部資本直入法により処理 

 し、売却原価は移動平均法により算定） 

(3）その他有価証券 

    同左 

  

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

  

  

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1）製品、仕掛品 

 先入先出法による原価法 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1）製品、仕掛品 

    同左 

(2）商品、原材料 

 移動平均法による原価法 

(2）商品、原材料 

    同左 

(3）貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法 

(3）貯蔵品 

    同左 

３ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

  ただし、東日本物流センター・名古屋物流セ 

 ンターの建物及び立体自動倉庫設備、並びに平 

 成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設 

 備を除く）については、定額法によっておりま 

 す。 

  なお、耐用年数及び残存価額については、法 

 人税法に規定する方法と同一の基準によってお 

 ります。 

３ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

    同左 

  

(2）無形固定資産 

 定額法 

  耐用年数については、法人税法に規定する方 

 法と同一の基準によっております。 

  なお、自社利用のソフトウェアについては、 

 社内における利用可能期間（５年）に基づく定 

 額法によっております。 

(2）無形固定資産 

    同左 

  

４ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

  売掛金等の債権に対する回収危険に備えるた 

 め、一般債権については貸倒実績率により、貸倒 

 懸念債権等の特定債権については個別に回収可能 

 性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま  

 す。 

４ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

    同左 

(2）賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額 

 に基づき計上しております。 

(2）賞与引当金 

    同左 

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3）返品調整引当金 

  販売済製品・商品について期末日後に発生が予 

 測される返品に備えるため、過去の返品率・売買 

 利益率に基づき計上しております。 

(3）返品調整引当金 

  販売済製品・商品について期末日後に発生が予 

 測される返品に備えるため、過去の返品率に基づ 

 き、売買利益及び廃棄損失の見積額を計上してお 

 ります。 

 （会計方針の変更） 

  返品調整引当金は、従来、販売済製品・商品に 

 ついて期末日後に発生が予測される返品に備える 

 ため、過去の返品率・売買利益率に基づき計上し 

 ておりましたが、平成17年４月１日付の医療用医  

 薬品事業の分割・譲渡によりコンシューマーヘル 

 スケア事業に特化した結果、売上高に与える返品 

 損失の影響割合が増大していることを契機に見直 

 しを図り、返品実態を反映した返品損失額を計上 

 して期間損益計算をより適正に行うため、当期よ 

 り廃棄損失の見積額もあわせて計上することに変 

 更しております。 

  この結果、従来の方法によった場合に比べて当 

 期の返品調整引当金は、247百万円増加し、営業  

 利益、経常利益及び税引前当期純利益は247百万 

 円それぞれ減少しております。 

(4）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当期末におけ 

 る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計 

 上しております。 

  数理計算上の差異は、各期の発生時における従 

 業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10  

 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発 

 生の翌期から費用処理することとしております。 

(4）退職給付引当金 

  同左 

  

(5）役員退職引当金 

  役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に 

 基づく期末要支給額を計上しております。 

(5）役員退職引当金 

    同左 

５ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められ 

 るもの以外のファイナンス・リース取引について  

 は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理 

 によっております。 

５ リース取引の処理方法 

   同左 

６ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

６ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

    同左 



      （会計方針の変更） 

   （表示方法の変更） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

前事業計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （損益計算書） 

 前事業計年度において区分掲記しておりました「工業

所有権収入」（当事業年度４百万円）については、営業

外収益の100分の10以下となったため、「賃貸料収入」

（当事業年度27百万円）については、重要性が乏しいと

考え、当事業年度より営業外収益の「その他」に含めて

表示しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 授権株式数 普通株式 400,000,000株

発行済株式数 普通株式 122,947,364 

※１ 授権株式数 普通株式 400,000,000株

発行済株式数 普通株式 122,947,364 

 ２ 偶発債務について 

 次のとおり債務の連帯保証を行っております。 

 ２ 偶発債務について 

 次のとおり債務の連帯保証を行っております。 

ヌトリケム・ダイエット医薬 

GmbH（銀行借入） 
367百万円

ヌトリケム・ダイエット医薬 

GmbH（銀行借入） 
877百万円

 ３ 配当制限  ３ 配当制限 

① 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は223百万

円であります。 

① 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は457百万

円であります。 

② 平成６年３月３日発行の第５回無担保転換社債

について次のとおり配当制限を受けております。 

② 平成６年３月３日発行の第５回無担保転換社債

について次のとおり配当制限を受けております。 

(イ）本社債の未償還残高が存する限り、本社債の

払込期日の属する決算期以降の配当累計額が、

監査済の損益計算書（財務諸表等規則によ

る。）に示される経常損益から法人税及び住民

税を控除した額の累計額に40億円を加えた額を

超えることとなるような配当を行わない。 

(イ） 同左 

(ロ）商法第293条の５第１項に基づき、中間配当

制度を設けるための定款変更をした場合におい

て、上記(イ)にいう配当には、中間配当を含む

ものとする。この場合、中間配当は各直前決算

期の配当とみなす。 

(ロ） 同左 

※４ 自己株式の保有数 ※４ 自己株式の保有数 

普通株式 452,842株 普通株式 547,470株

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 他勘定振替高は、広告宣伝費等へ振替えたもので

あります。 

※１ 同左 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

3,665百万円 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

2,166百万円 

※３ 固定資産除却売却損は、建物、構築物、機械及び

装置等の陳腐化した資産の廃棄、及び資産の売却に

よるものであります。 

※３ 同左 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
有形固定資
産 
（百万円） 

無形固定資
産 
（百万円） 

合計 
（百万円）

取得価額相当
額 

2,025 772 2,798 

減価償却累計
額相当額 

1,249 405 1,654 

期末残高相当
額 

776 367 1,143 

有形固定資
産 
（百万円）

無形固定資
産 
（百万円） 

合計 
（百万円）

取得価額相当
額 

1,636 736 2,372

減価償却累計
額相当額 

1,124 509 1,634

期末残高相当
額 

511 226 738

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 476百万円

１年超 689 

合計 1,165 

１年内 372百万円

１年超 381 

合計 753 

③ 支払リース料 561百万円

減価償却費相当額 532 

支払利息相当額 24 

③ 支払リース料 477百万円

減価償却費相当額 455 

支払利息相当額 15 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす 

 る定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

    同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額の 

 差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい 

 ては、利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

    同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内 4百万円

１年超 12 

合計 17 

１年内 4百万円

１年超 8 

合計 13 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年３月31日） 

子会社株式で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

当事業年度（平成18年３月31日） 

子会社株式で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産    

退職給付引当金限度超過分   3,723百万円

賞与引当金限度超過分   707 

役員退職引当金   180 

未払事業税   106 

貸倒引当金限度超過分   22 

その他   262 

繰延税金資産合計   5,002 

      

繰延税金負債     

固定資産圧縮積立金   298百万円

その他有価証券評価差額金   153 

繰延税金負債合計   451 

繰延税金資産の純額   4,550 

繰延税金資産    

退職給付引当金限度超過分   3,294百万円

子会社出資金評価損   1,279 

 賞与引当金限度超過分   578 

 未払事業税   241 

 返品調整引当金限度超過分   100 

 役員退職引当金   61 

 貸倒引当金限度超過分   30 

その他   162 

繰延税金資産小計   5,748 

評価性引当額   △39 

繰延税金資産合計   5,708 

      

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金   314百万円

固定資産圧縮積立金   75 

繰延税金負債合計   389 

繰延税金資産の純額   5,318 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率   40.7％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 

  
2.8 

住民税均等割   0.8 

試験研究費の法人税額特別控除   △5.5 

その他   △1.4 

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 

  
37.4 

法定実効税率   40.7％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 

  
1.2 

住民税均等割   0.6 

試験研究費の法人税額特別控除   △5.1 

その他   0.1 

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 

  
37.5 



（１株当たり情報） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 526円08銭

１株当たり当期純利益 25円04銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 23円94銭

１株当たり純資産額 547円05銭

１株当たり当期純利益 34円30銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 32円57銭

１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定上の基礎 

１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定上の基礎 

損益計算書上の当期純利益 3,127百万円

普通株式に係る当期純利益 3,068百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

利益処分による役員賞与金 59百万円

普通株式の期中平均株式数 122,567,778株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた当期純利益調整額の主要な内訳 

支払利息（税額相当額控除後） 83百万円

当期純利益調整額 83百万円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた普通株式増加数の主要な内訳 

転換社債（第５回無担保転換社債） 9,060,883株

普通株式増加数 9,060,883株

損益計算書上の当期純利益 4,255百万円

普通株式に係る当期純利益 4,200百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

利益処分による役員賞与金 55百万円

普通株式の期中平均株式数 122,448,335株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた当期純利益調整額の主要な内訳 

支払利息（税額相当額控除後） 83百万円

当期純利益調整額 83百万円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた普通株式増加数の主要な内訳 

転換社債（第５回無担保転換社債） 9,060,883株

普通株式増加数 9,060,883株

 これらの詳細については、第５経理の状況１連結財務

諸表（1）連結財務諸表⑤連結附属明細表の社債明細表に

記載のとおりであります。 

 これらの詳細については、第５経理の状況１連結財務

諸表（1）連結財務諸表⑤連結附属明細表の社債明細表に

記載のとおりであります。 



（重要な後発事象） 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社は医療用医薬品事業とコンシューマーヘルスケア事業を分離し、医療用医薬品事業を久光製薬株式会社に

譲渡移転することとし、平成16年５月21日に基本契約を締結いたしました。その後、平成16年６月29日開催の定

時株主総会で「会社分割契約書承認の件」として議案提出を行い、承認され、当初の予定通り平成17年４月１日

付で分割譲渡を完了いたしました。 

分割・譲渡の概要 

(1）分割・譲渡する事業の内容 

① 分割・譲渡の範囲 

 当社の既承認医療用医薬品、既承認体外診断用医薬品、臨床栄養剤（食品を含む、ハーモニックM/Fを

除く）、検査用試薬、開発段階製品 

 本件承継対象となる特許、商標、本件承継対象のノウハウ、本件許諾対象の特許、商標及びノウハウな

どの知的財産権（出願中のものも含む） 

② 医療用医薬品事業の平成17年３月期における経営成績 

③ 分割・譲渡資産、負債の項目及び金額（平成17年４月１日現在） 

④ 移転従業員 

医療用医薬品事業に係る役員及び従業員（営業職、研究開発職、医薬情報等の間接部門職）；計266名 

(2）譲渡する株数及び譲渡総額 

① 譲渡する株数；30万株（100％） 

② 譲渡総額；13,612百万円 

  医療用医薬品事業 

売上高（百万円） 10,613 

売上総利益（百万円） 5,479 

資産 負債 

項目 帳簿価額（百万円） 項目 帳簿価額（百万円） 

流動資産 4,124 流動負債 231 

固定資産 10,163 固定負債 2,074 

合計 14,287 合計 2,305 



当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

（１）当社は、平成18年４月１日付で退職金、年金制度を変更し、企業年金制度としてキャッシュバランスプラ

  ンを導入すると同時に、基本プラスα部分（加入員）を廃止いたしました。 

   これに伴い退職給付債務は2,728百万円減少し、同額の過去勤務債務が発生しております。なお、当該過

  去勤務債務につきましては、定額法により発生年度より10年で償却いたします。 

   また、廃止いたしました基本プラスα部分（加入員）については、勤続年数に応じて会社からの一時金で

  清算いたしました。 

   平成19年３月期の損益に与える影響額は僅少なため記載しておりません。  

  

（２）当社は、平成18年４月７日開催の取締役会において、下記のとおりセカンドキャリア支援プログラムを実

  施することを決議いたしました。 

① セカンドキャリア支援プログラム実施の理由 

 当社は、収益力の向上と将来に向けての成長性を確保することを目的として、中期経営目標を検討中で

す。今般その一環として、社員の自立と将来への選択肢を広げることを視野に入れたセカンドキャリア支援

プログラムを実施し、自らのライフプランに基づいて転職または自立を図る社員に対して、会社として積極

的に支援することといたしました。 

  ② セカンドキャリア支援プログラムの概要 

   1) 対象者     平成18年４月１日現在、勤続10年以上且つ年齢満45歳以上の従業員 

   2) 募集人数    100名 

   3) 募集期間    平成18年５月８日から平成18年５月19日まで 

   4) 退職日     平成18年７月15日 

   5) 退職金支給額  会社都合による退職金に加え特別加算金を支給 

   6) 再就職支援   希望者に対して再就職の支援を行う 

  ③ 実施の結果 

   応募者数 141名 

     

 実施に伴い発生する特別加算退職金34億円は、特別損失として平成19年３月期決算に計上する予定で

す。 

  

（３）平成18年５月23日開催の当社取締役会において、当社は平成18年９月１日を期して、富山工場における全

  製造事業を会社分割し、当社の完全子会社である株式会社エスエスプロモーションアンドコンサルタント・

  カンパニーに承継すること及び同日付において承継会社の発行済株式の90％をシミック株式会社に譲渡する

  ことを決議し、同日、同社との間で株式売買契約書を締結いたしました。なお、分割会社である当社にとっ

  て、本件会社分割は会社法第784条3項の簡易吸収分割の要件を充足するものであるため、株主総会による分

  割契約の承認を得ずに行うものであります。 

   また、株式会社エスエスプロモーションアンドコンサルタント・カンパニーは平成18年５月30日付で、シ

ミック・エスエス・ＣＭＯ株式会社へ商号変更いたしました。 

① 目的 

 当社は、一般用医薬品を中心とするコンシューマーへルスケア関連事業に経営資源を集中投下する「選択

と集中」、「専門性と競争力強化」が中長期的視点からきわめて重要と考え、平成17年４月１日の医療用医

薬品事業の分割・譲渡を始め、子会社の清算及び売却、並びに未使用不動産の売却等によるバランスシート

のスリム化を進めているところです。 

 軟膏や坐薬製剤を中心とする富山工場事業は、生産の約半分を医療用医薬品が占めることから、今般、さ

らにこの方針を進めるべく、当社は軟膏・坐薬製剤を中心とする富山工場事業を分離し、これをシミック株

式会社に譲渡移転することといたしました。この選択は、本事業を適正に承継し更に発展させる可能性も含

め、譲渡先としてシミック株式会社が最適と判断したことによります。 

  

② 分割・譲渡の概要 

  1） 当該分割により当社から営業を承継する会社の概要 

   (ⅰ) 名称；株式会社エスエスプロモーションアンドコンサルタント・カンパニー 

   (ⅱ) 住所；東京都港区赤坂四丁目２番６号 

   (ⅲ) 代表者の氏名；内田 雅巳 

   (ⅳ) 資本金の額；30百万円 

   (ⅴ) 事業の内容；医薬品等製造（休眠中） 



 2） 当該分割の方法 

  当社を分割会社とし、当社の完全子会社である株式会社エスエスプロモーションアンドコンサルタン 

 ト・カンパニーを承継会社とする分社型吸収分割。なお、かかる分割の後、分割期日と同日にシミック株

 式会社へ株式会社エスエスプロモーションアンドコンサルタント・カンパニーの発行済株式の90％を譲渡

 することを予定しております。 

 

  3） 会社分割の日程 

  分割契約書の締結承認取締役会      平成18年５月23日 

  分割契約書調印              平成18年５月23日 

  分割期日                平成18年９月１日 

  分割後承継会社株式譲渡日        平成18年９月１日 

 

  4） 株式の割当 

   株式会社エスエスプロモーションアンドコンサルタント・カンパニーは当社の完全子会社であり、か 

  つ、本件分割は分社型吸収分割であるため、分割前後で当社の同社に対する持分比率は変化しませんの 

  で、本件分割に際し、当社に対する新株の割当は行いません。 

 

  5） 承継会社が承継する権利義務 

  承継会社は、分割期日において本件分割の対象事業のみにかかる資産及び契約上の地位ならびに同事業

  にかかる一定の負債を、当社から承継します。 

 

  6） 分割・譲渡する事業の内容 

  (ⅰ) 分割・譲渡の範囲 

     富山工場における軟膏、坐剤、歯磨剤の生産、錠剤、カプセル剤の包装仕上げ等の全製造事業。

  

   (ⅱ) 分割・譲渡資産、負債の項目及び金額（平成18年３月31日現在） 

 

  (ⅲ) 移転従業員 

     平成18年９月１日現在において富山工場に所属し、かつ分割期日前日まで引き続き所属する全て

    の従業員。  

  

  7） 譲渡先概要 

   (ⅰ) 名称；シミック株式会社 

   (ⅱ) 住所；東京都品川区西五反田７丁目10番４号 

   (ⅲ) 代表者の氏名；中村 和男 

   (ⅳ) 資本金の額；3,081百万円 

   (ⅴ) 事業の内容；医薬品開発受託 

   

  8） 譲渡する株数及び譲渡価額 

   (ⅰ) 譲渡する株数；540株(90%) 

   (ⅱ) 譲渡価額；22億円 

      ただし、一部の承継対象資産及び負債について分割期日現在までに生じた重要な増減の金額を加 

    除した上で、本件譲渡価額の調整及び清算を行なうものとします。 

     なお、現時点では、平成19年３月期の損益に与える影響は軽微であると予測しております。 

資産 負債 

項目 帳簿価額（百万円） 項目 帳簿価額（百万円） 

固定資産 2,195 固定負債 128 

合計 2,195 合計 128 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

泰道リビング㈱ 388,116 627 

㈱サンドラッグ 69,120 429 

Arena Pharmaceuticals, Inc. 153,000 325 

井田製薬工業股份有限公司 6,000 71 

ウェルシア関東㈱ 13,310 66 

㈱スギ薬局 20,000 56 

㈱ツルハホールディングス 10,000 50 

海東エスエス製薬㈱ 37,271 44 

㈱バロー 7,920 40 

㈱キリン堂 23,418.35 37 

その他（26銘柄） 739,676.90 274 

計 1,467,832.25 2,026 



【債券】 

【その他】 

銘柄 券面総額（百万円） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

有価証券 

満期保有

目的の債

券 

三井住友銀オートリースコマーシャル

ペーパー 
1,000 999 

住信リースコマーシャルペーパー 1,000 999 

ジャックスコマーシャルペーパー 1,000 999 

フォレスト・コーポレーション東京支

店コマーシャルペーパー（第５回ＳＭ

ＢＣ-ＣＬＯ） 

1,000 999 

芙蓉総合リースコマーシャルペーパー 1,000 999 

アプラスコマーシャルペーパー 1,000 999 

大和証券ＳＭＢＣコマーシャルペーパ

ー 
1,000 999 

フォレスト・コーポレーション東京支

店コマーシャルペーパー（第６回ＳＭ

ＢＣ-ＣＬＯ） 

1,000 999 

興銀リースコマーシャルペーパー 1,000 999 

フォレスト・コーポレーション東京支

店コマーシャルペーパー（政令指定都

市ＣＬＯ） 

1,000 999 

ダイヤモンドリースコマーシャルペー

パー 
1,000 999 

ＮＥＣリースコマーシャルペーパー 1,000 999 

ガネットシックスファンディング東京

支店コマーシャルペーパー 
1,000 999 

オリエントコーポレーションコマーシ

ャルペーパー 
1,000 999 

新光証券コマーシャルペーパー 1,000 999 

小計 15,000 14,997 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

The Royal Bank of Scotland plc 500 502 

ＳＧＡソシエテ・ジェネラル 500 497 

ＫＢＣトリガー型２２５連動デジタル

債 
500 493 

小計 1,500 1,493 

計 16,500 16,490 

銘柄 投資口数等 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

神戸バイオメディカル投資事業有限責

任組合 
１口 7 

計 － 7 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 無形固定資産については、資産総額の１％以下であるため、「前期末残高」「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。 

２ 長期前払費用については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末 
残高 
（百万円） 

有形固定資産               

建物 25,965 810 1,020 25,756 15,579 797 10,176 

構築物 2,106 34 31 2,109 1,464 80 645 

機械及び装置 16,841 767 750 16,858 13,615 960 3,243 

車両運搬具 228 10 7 231 205 9 26 

工具器具及び備品 7,225 208 853 6,580 4,676 303 1,903 

土地 10,143 － 1,082 9,060 － － 9,060 

建設仮勘定 20 812 833 － － － － 

有形固定資産計 62,531 2,643 4,578 60,596 35,541 2,151 25,055 

無形固定資産               

商標権 － － － 21 15 2 6 

ソフトウェア － － － 860 344 129 516 

その他 － － － 71 9 0 61 

無形固定資産計 － － － 953 369 132 583 

長期前払費用 273 49 92 230 138 55 91 



【資本金等明細表】 

  （注）１ 当期末における自己株式数は547,470株であります。 

     ２ 固定資産圧縮積立金の当期減少額は、税効果会計における実効税率変更に伴う取崩によるものであります。

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替による戻入であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 10,162 － － 10,162 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注）１ （株） (122,947,364) （―） （―） (122,947,364)

普通株式 （百万円） 10,162 － － 10,162 

計 （株） (122,947,364) （―） （―） (122,947,364)

計 （百万円） 10,162 － － 10,162 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

資本準備金           

株式払込剰余金 （百万円） 13,698 － － 13,698 

その他資本剰余金           

自己株式処分差益 （百万円） 5 － － 5 

計 （百万円） 13,704 － － 13,704 

利益準備金及

び任意積立金 

利益準備金 （百万円） 2,540 － － 2,540 

任意積立金           

固定資産圧縮積立金

（注）２ 
（百万円） 436 － 1 434 

別途積立金 （百万円） 33,202 － － 33,202 

計 （百万円） 36,178 － 1 36,177 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 132 101 33 3 197 

賞与引当金 1,738 1,421 1,738 － 1,421 

返品調整引当金 538 694 538 － 694 

役員退職引当金 443 65 358 － 150 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

ｂ 受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 263 

当座預金 20,182 

普通預金 110 

定期預金 7,100 

別段預金 19 

（預金計） 27,412 

合計 27,675 

相手先 金額（百万円） 

㈱ぱぱす 99 

ヒグチ産業㈱ 92 

㈱マルゼン 84 

㈱レディ薬局 30 

㈱セキ薬品 25 

その他 529 

合計 862 

期日 金額（百万円） 

平成18年４月 426 

〃  ５月 256 

〃  ６月 156 

〃  ７月以降 22 

合計 862 



ｃ 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記の当期発生高には消費税等が含まれております。

ｄ たな卸資産 

 （注）１ エスタック・ブロン群 84百万円 人参四物湯 29百万円他 

２ エスカップ群 184百万円 エスタック・ブロン群 180百万円 エスファイト群 89百万円他 

３ 原料 686百万円 容器材料 167百万円 包装材料 130百万円 

４ 打錠・カプセル・コーティング部門 104百万円 整粒・混合部門 26百万円             

練合・造粒・製粒部門 5百万円他 

５ 試薬 26百万円他 

相手先 金額（百万円） 

㈱クスリのツルハ 438 

㈱マツモトキヨシ 377 

㈱サンドラッグ 342 

㈱ダイコク 341 

イオン㈱ 327 

その他 10,714 

合計 12,542 

前期繰越高 

（百万円） 

当期発生高 

（百万円） 

当期回収高 

（百万円） 

次期繰越高 

（百万円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 (D) ÷
(B) 

──── 
365 

15,903 52,255 55,616 12,542 81.6 87.6 

種類 金額（百万円） 

商品（注）１ 482 

製品（注）２ 1,714 

原材料（注）３ 984 

仕掛品（注）４ 812 

貯蔵品（注）５ 56 

合計 4,049 



② 負債の部 

ａ 支払手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

ｂ 買掛金 

相手先 金額（百万円） 

大日本印刷㈱ 160 

長瀬産業㈱ 104 

三井物産㈱ 104 

日新薬品工業㈱ 71 

㈱アルコア・クロージャー・システムズ 61 

その他 702 

合計 1,204 

期日 金額（百万円） 

平成18年４月 464 

〃  ５月 327 

〃  ６月 231 

〃  ７月 181 

合計 1,204 

相手先 金額（百万円） 

中央商工㈱ 445 

味の素ヘルシーサプライ㈱ 251 

朝日印刷㈱ 226 

星硝㈱ 179 

㈱トーモク 103 

その他 1,350 

合計 2,557 



ｃ 転換社債 

 （注） 転換社債の条件は、次のとおりであります。 

ｄ 退職給付引当金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

利率（％） 担保 償還期限 

第５回無担保転換社債（注） 
平成６年 

３月３日 
9,629 9,629 年1.4 無担保 

平成21年 

３月31日 

  第５回無担保転換社債 

転換により発行すべき株式の内容 エスエス製薬株式会社普通株式 

転換価格 1,062円70銭 

転換を請求できる期間 平成６年４月１日～平成21年３月30日 

区分 金額（百万円） 

退職給付債務 23,064 

年金資産 △11,797 

未認識数理計算上の差異 △3,171 

合計 8,094 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  （注） 平成18年６月29日開催の定時株主総会において、定款一部変更決議により、公告方法は、電子公告とするこ

とに変更いたしました。 

ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済

新聞に掲載して行うことといたします。 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
１株券 10株券 30株券 50株券 100株券 500株券 1,000株券 

10,000株券 100株未満の株数を表示した株券 

中間配当基準日 ────── 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店・全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき200円 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店・全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法（注） 日本経済新聞 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

  

１【提出会社の親会社等の情報】 

  

(1）親会社等の名称 

①日本ベーリンガーインゲルハイム株式会社 

②ベーリンガーインゲルハイムアウスランズベタイリグングスGmbH 

③ベーリンガーインゲルハイムインターナショナルGmbH 

  

 親会社等のうち、協力が得られた情報のみ記載しております。 

(2）株式の所有者別状況 

①日本ベーリンガーインゲルハイム株式会社 

②ベーリンガーインゲルハイムアウスランズベタイリグングスGmbH 

 ベーリンガーインゲルハイムアウスランズベタイリグングスGmbHは株式を発行しておりません。出資者は、 

ベーリンガーインゲルハイムインターナショナルGmbHであり、100.00％の出資をしております。 

(3）大株主の状況 

①日本ベーリンガーインゲルハイム株式会社 

②ベーリンガーインゲルハイムアウスランズベタイリグングスGmbH 

 （注） ベーリンガーインゲルハイムアウスランズベタイリグングスGmbHは株式を発行しておりません。出資者は、上

記法人１名であり、100.00％の出資をしております。 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数 

（人） 
－ － － － 1 － － 1 － 

所有株式数

（単元） 
－ － － － 14,400 － － 14,400 － 

所有株式数の

割合（％） 
－ － － － 100.00 － － 100.00 － 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ベーリンガーインゲルハイム

アウスランズベタイリグング

スGmbH 

Binger Strasse 173 55216 Ingelheim am  

Rhein,Germany 
14,400 100.00 

  平成17年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
出資金 

（千ユーロ） 
出資所有割合 
（％） 

ベーリンガーインゲルハイム

インターナショナルGmbH 

Binger Strasse 173 55216 Ingelheim am  

Rhein,Germany 
25 100.00 



(4）役員の状況 

①日本ベーリンガーインゲルハイム株式会社 

  平成18年６月29日現在

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役 

会長 
  トーマス・ハイル 昭和22年４月20日生 

昭和58年４月 ベーリンガーインゲルハイムKG

医薬情報部長 

－ 

昭和62年７月 ベーリンガーインゲルハイムKG

取締役医薬本部長 

平成２年１月 ベーリンガーインゲルハイムKG

代表取締役会長 

平成６年１月 ベーリンガーインゲルハイム 

GmbH医療用医薬品営業本部長 

平成12年２月 ベーリンガーインゲルハイム 

Limited UK代表取締役 

平成12年２月 ベーリンガーインゲルハイム 

Limited Ireland会長 

平成16年４月 当社代表取締役会長（現任） 

平成16年６月 エスエス製薬㈱代表取締役会長

（現任） 

代表取締役 

社長 
  大澤 昭夫 昭和17年11月21日生 

平成11年７月 日本ワイスレダリー㈱取締役副

社長 

－ 平成14年４月 当社入社 

平成14年４月 当社代表取締役社長（現任） 

取締役 財務本部長 小美野 廣行 昭和23年７月18日生 

平成９年６月 帝人㈱財務部長 

－ 

平成11年９月 当社常勤監査役 

平成13年６月 エスエス製薬㈱取締役 

平成13年６月 当社上席執行役員財務室コント

ローリング部統括部長 

平成14年１月 当社取締役財務本部長 

平成14年６月 エスエス製薬㈱代表取締役専務

取締役 

平成14年７月 エスエス製薬㈱代表取締役専務

取締役財務経理本部長 

平成14年８月 当社顧問 

平成15年７月 当社退職 

平成16年10月 当社入社 

平成16年10月 当社取締役財務本部長（現任） 

平成16年10月 エスエス製薬㈱取締役（現任） 

取締役 医薬開発本部長 
トーマス・クリス

トフ・クーナー 
昭和33年６月12日生 

昭和64年１月 当社入社 

－ 
平成２年１月 当社新薬調査部長 

平成11年７月 当社取締役医薬開発本部長（現

任） 

取締役   
ハンスユルゲン・

ロイヒス 
昭和24年12月７日生 

平成12年６月 ベーリンガーインゲルハイム 

GmbH取締役（現任） － 
平成12年６月 当社取締役（現任） 

 



 （注）１ 監査役３名は、いずれも会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。 

２ 経営における責任・権限の明確化を図り、よりスピーディーな経営意思決定と業務執行が行えるよう、平成

12年６月より執行役員制度を導入しております。執行役員は下記の11名であります。 

上席執行役員  押切 茂 

執行役員    辻 敏夫 

執行役員    ルドルフ・ハマー 

執行役員    古来 啓蔵 

執行役員    ハーベルト・コーネン 

執行役員    田中 龍夫 

執行役員    坪田 保雄 

執行役員    豊島 健三 

執行役員    古座岩 宏輔 

執行役員    リヒャルト・ゲルステンベルグ 

執行役員    神田 高志 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 
川西医薬 

研究所長 
西河 芳樹 昭和24年９月10日生 

平成14年４月 ブラッコ・エーザイ㈱代表取締

役社長 

－ 

平成15年１月 当社入社 

平成15年１月 当社川西医薬研究所顧問 

平成15年２月 当社取締役川西医薬研究所長

（現任） 

取締役 人事本部長 大谷 啓介 昭和29年８月９日生 

平成14年１月 日本シェーリング㈱取締役人

事・総務部門長 

－ 
平成15年２月 当社入社 

平成15年２月 当社取締役人事本部長（現任） 

平成17年６月 エスエス製薬㈱取締役（現任） 

取締役 生産本部長  
ゲァハード・ 

ギーグル  
 昭和33年３月16日生

平成10年７月 

平成11年10月 

平成14年６月 

平成17年９月 

平成17年９月 

平成18年１月 

ベーリンガーインゲルハイムKG 

固形財製造部長 

ベーリンガーインゲルハイム

Limited UK取締役生産本部長 

ベーリンガーインゲルハイム

GmbH&KG医薬品製造部長 

当社入社 

当社生産本部顧問 

当社取締役生産本部長（現任） 

－ 

監査役   美濃浦 利夫 昭和23年３月30日生 

平成２年９月 アーサーアンダーセン欧州邦人

企業担当マネジャー 

－ 平成13年４月 当社監査役（現任） 

平成14年６月 エスエス製薬㈱監査役（現任） 

監査役   
フランツ・ 

ヨゼフ・ゲルゲン 
昭和27年３月２日生 

平成15年６月 ベーリンガーインゲルハイム 

GmbHコントローリング本部長

（現任） － 

平成15年６月 当社監査役（現任） 

監査役   
ドナトゥス・ 

カウフマン 
昭和37年８月11日生 

平成16年４月 ベーリンガーインゲルハイム 

GmbH法務（商標・保険・不動産

担当）本部長（現任） － 

平成16年４月 当社監査役（現任） 

計 － 



②ベーリンガーインゲルハイムアウスランズベタイリグングスGmbH 

(5）貸借対照表、損益計算書、営業報告書及び附属明細書等 

 当社の親会社等のうち、日本ベーリンガーインゲルハイム株式会社に係る貸借対照表、損益計算書、営業報告書

及び附属明細書の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。また、監査役の監査報告書及び会計監査

人の監査報告書も添付しております。 

  平成18年３月31日現在

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役   
アレッサンドロ・

バンキ 
昭和21年４月19日生 

平成12年１月 ベーリンガーインゲルハイムイ

ンターナショナルGmbH取締役

（現任） － 

平成16年１月 当社取締役（現任） 

取締役   マルボッド・ムフ 昭和17年６月25日生 

平成12年７月 ベーリンガーインゲルハイムイ

ンターナショナルGmbH取締役

（現任） － 

平成16年１月 当社取締役（現任） 

        計 － 



２【その他の参考情報】 

  

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

  

(1） 有価証券報告書  

及びその添付書類 

事業年度 

（第78期） 

自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日 

平成17年６月29日 

関東財務局長に提出。 

          

(2） 半期報告書 
（第79期中）

自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日 

平成17年12月21日 

関東財務局長に提出。 

  

(3) 臨時報告書  

      企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（会社の分割譲渡）に基づく臨時報告書

     を平成17年８月11日に関東財務局長に提出。 

  

(4) 訂正報告書  

      訂正報告書（上記（１）有価証券報告書及びその添付書類の訂正報告書）を平成17年10月27日に関東財務局

     長に提出。 

  

(5) 臨時報告書  

      証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（関係会社出資金

     評価損の計上）に基づく臨時報告書を平成18年２月９日に関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

エ ス エ ス 製 薬 株 式 会 社 

取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエスエス製薬株式会

社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エスエス製薬株

式会社及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は医療用医薬品事業とコンシューマーヘルスケア事業を分離し、医療用医薬品事業

を久光製薬株式会社に譲渡移転することとし、平成１６年５月２１日に基本契約を締結した。その後、平成１６年６月２９日開催の

定時株主総会で「会社分割契約書承認の件」として議案提出を行い、承認され、当初の予定通り平成１７年４月１日付けで分割譲渡

を完了した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 杉 岡 喜 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 本 昌 弘 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

エ ス エ ス 製 薬 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエスエス製薬株式会

社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エスエス製薬株

式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４．会計処理基準に関する事項（ハ）重要な引当金の計上基準（３）返品調整

引当金に記載されているとおり、会社は従来、販売済製品・商品について連結会計年度末日後に発生が予測される返品に備えるた

め、過去の返品率・売買利益率に基づき計上していたが、過去の返品率に基づき、売買利益及び廃棄損失の見積額を計上すること

に変更した。 

２．重要な後発事象に下記の事項が記載されている。 

（１）会社は、平成１８年４月１日付で退職金、年金制度を変更した。 

（２）会社は、平成１８年４月７日開催の取締役会においてセカンドキャリア支援プログラムを実施することを決議した。 

（３）会社は、平成１８年５月２３日開催の取締役会において富山工場における全製造事業を会社分割し、譲渡することを決議し

た。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 脇 市 郎 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 本 昌 弘 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

エ ス エ ス 製 薬 株 式 会 社 

取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエスエス製薬株式会

社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第７８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益

処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エスエス製薬株式会

社の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は医療用医薬品事業とコンシューマーヘルスケア事業を分離し、医療用医薬品事業

を久光製薬株式会社に譲渡移転することとし、平成１６年５月２１日に基本契約を締結した。その後、平成１６年６月２９日開催の

定時株主総会で「会社分割契約書承認の件」として議案提出を行い、承認され、当初の予定通り平成１７年４月１日付けで分割譲渡

を完了した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 杉 岡 喜 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 本 昌 弘 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

エ ス エ ス 製 薬 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエスエス製薬株式会

社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第７９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益

処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エスエス製薬株式会

社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 
  
追記情報 

１．重要な会計方針４．引当金の計上基準（３）返品調整引当金に記載されているとおり、会社は従来、販売済製品・商品について

期末日後に発生が予測される返品に備えるため、過去の返品率・売買利益率に基づき計上していたが、過去の返品率に基づき、売

買利益及び廃棄損失の見積額を計上することに変更した。 

２．重要な後発事象に下記の事項が記載されている。 

（１）会社は、平成１８年４月１日付で退職金、年金制度を変更した。 

（２）会社は、平成１８年４月７日開催の取締役会においてセカンドキャリア支援プログラムを実施することを決議した。 

（３）会社は、平成１８年５月２３日開催の取締役会において富山工場における全製造事業を会社分割し、譲渡することを決議し

た。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 脇 市 郎 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 本 昌 弘 
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